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序     文 
 

パキスタン・イスラム共和国は、国家開発計画である“Vision 2030”のもと、工業化の推進に取

り組んでいます。本プロジェクトサイトのパンジャブ州ラホール市は、カラチに次ぐ同国第2の工

業都市であり、各種エンジニアリング産業が集積し、機械や建築分野の技術者に対する需要も高

く、特に現場と経営層をつなぐ中堅技術者の育成に対する需要が高まっています。 

本プロジェクトの対象であるレイルウェイロード技術短期大学（GCT R.R.）は、パンジャブ州

の技術教育・職業訓練庁（TEVTA）のもと、中堅技術者育成を担う中核的な技術教育機関です。

同短大は、10年以上も改訂がなされていないカリキュラムに基づく教育・訓練サービスが提供さ

れていたこと、教員の技術力や指導力は十分でないこと、更には就業支援が組織的に行われてお

らず産業界との連携体制が構築されていないことなど、多くの課題を抱えていました。 

そのような状況のもと、パキスタン・イスラム共和国政府から、GCT R.R.を産業界のニーズに

沿う教育が提供できるモデル校（CoE）とするべく、その強化を目的とした「技術教育改善プロジ

ェクト」が要請されました。そして、産業界のニーズ等も踏まえた教育・運営体制の確立のため

に、機械・建築の2分野を対象として2008年12月から2013年12月までの5年間の予定でプロジェク

トは実施されています。 

本終了時評価調査は、プロジェクトの終了を前に、パキスタン・イスラム共和国側と合同で活

動の実績やプロセス等を評価・確認するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言や類似

事業の実施にあたっての教訓を導くことを目的として実施されました。 

本報告書は、同調査結果を取りまとめたものであり、今後類似の他プロジェクトに活用される

ことを期待します。 

最後に、本調査にご協力をいただいた内外関係者の方々に深い謝意を表するとともに、引き続

き一層のご支援をお願い致します。 

 

平成25年10月 

 

独立行政法人国際協力機構 
人間開発部長 萱島信子 
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出所：グーグルマップスより調査団作成 

プロジェクトサイト： 

ラホール 



写     真 
 

本プロジェクトのプロジェクト・ダイレクターであ

る TEVTA GM-Operations を表敬訪問。 

 プロジェクトの成果をパンジャブ州内の他 GCT 校

に広めるための普及セミナーも調査期間中に実施

された。 

GCT R.R.に設置された就職支援室。専任のスタッフ

も配置されたことにより、就職支援に対する卒業生

及び雇用者の満足度も上がっている。 

 女子学生にインタビュー調査を行う荻野コンサル

タント。建築学科での男女共学の導入は GCT の DAE

レベルでは初めてであり、特筆すべきインパクトで

ある。 

合同調整委員会（JCC）において合同評価報告書の

発表が行われた。 

 JCCにおいて合同評価報告書がパキスタン側と日本

側との間で合意され、M/M が署名された。 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：パキスタン・イスラム共和国 案件名：技術教育改善プロジェクト 

分野：技術教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部高等・技術教育課 協力金額（評価時点）：4.2億円  

協力期間 （R/D） 

2008年12月15日～ 

2013年12月14日（5年間） 

先方関係機関：技術教育・職業訓練庁（Technical 

Education & Vocational Training Authority：TEVTA） 

レイルウェイロード技術短期大学（Government College 

of Technology Railway Road Lahore：GCT R.R.） 

日本側協力機関：なし 

他の関連協力：無償資金協力（パンジャブ州技術短期

大学強化計画） 

１－１ 協力の背景と概要 

パキスタン・イスラム共和国（以下、「パキスタン」と記す）は、国家開発計画である“Vision

2030”のもと、工業化の推進に取り組んでおり、GDPに占める製造業のシェアを現在の18％か

ら2030年までに30％に成長させる構想をもっている。構想実現のためには、製造業の成長率、

年率約10％を達成する必要があり、技術的、法律的、物的なインフラの迅速な整備に加えて、

柔軟で熟練した技術者の育成が必要としている。本プロジェクトサイトのパンジャブ州ラホー

ル市は、カラチに次ぐ同国第2の工業都市であり、各種エンジニアリング産業が集積し、機械や

建築分野の技術者に対する需要も高い。特に現場と経営層をつなぐ中堅技術者の育成に対する

需要が高まっている。 

パキスタン政府は、技術教育・職業訓練（Technical and Vocational Education and Training：TVET）

システムの改革に向けて、連邦レベルの国家職業技術教育委員会（National Vocational & Technical 

Training Commission：NAVTTC）1の設置や、特定分野のCenter of Excellence（CoE）の設置等を含

む、国家レベルの「TVETセクター再構築戦略」“The National Skill Strategy（2009-2013）”を策

定している。 

本プロジェクトで対象とするレイルウェイロード技術短期大学（Government College of 

Technology Railway Road Lahore：GCT R.R.）は、パンジャブ州で中堅技術者育成を担う中核的な

技術教育機関であるが、10年以上も改訂がなされていないカリキュラムに基づく教育・訓練サ

ービスが提供されていたことや、教員の技術力や指導力は十分でなく、更には就業支援が組織

的に行われておらず、産業界との連携体制が構築されていないなど、多くの課題を抱えていた。

かかる状況のもと、パキスタン政府から、GCT R.R.を産業界のニーズに沿う教育が提供でき

るモデル校（Centre of Excellence：CoE）とするべく、その強化を目的とした「技術教育改善プ

ロジェクト」（以下「本プロジェクト」と記す）が要請され、産業界ニーズ等も踏まえた教育・

運営体制の確立のために、機械・建築の2分野を対象として2008年12月から2013年12月までの5

年間の予定で実施中である。 

本終了時評価調査は、パキスタン側と合同で本プロジェクト活動の実績、成果を評価、確認

                                                        
1 NAVTEC（National Vocational & Technical Education Commission）が、2011年にNAVTTC（National Vocational & Technical Training 

Commission）と名称変更 
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するとともに、今後のプロジェクト活動に対する提言及び類似事業の実施にあたっての教訓を

導くことを目的として実施された。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

産業界のニーズを踏まえた技術教育を提供するためにプロジェクトの知見が、パンジャ

ブ州内の他校（機械、建築）に適用される。 

 

（2）プロジェクト目標 

GCT R.R.が、機械・建築分野のCoE として、産業界のニーズを踏まえた技術教育を提供

できる機関となる。 

 

（3）成果 

１）産業界のニーズを取り入れた技術教育が提供できるようGCT R.R.の組織体制が強化さ

れる。 

２）機械・建築コースの訓練マネジメントサイクルが強化される。 

３）GCT R.R.の就職支援体制が強化される 

４）GCT R.R.がプロジェクトで得た経験・知見が、GCT R.R.内の他のコースや他のTVET機

関（機械・建築）に周知される。 

 

（4）投入（評価時点） 

日本側： 

長期専門家派遣： 4名 機材供与： 109,105,402.80 PKRs 

短期専門家派遣： 3名 ローカルコスト負担： 44,870,449.23 PKRs 

研修員受入： 18名 

相手国側： 

カウンターパート配置：主要カウンターパート累計36名、機械35名、建築12名 

土地・施設提供：専門家執務スペース 

ローカルコスト負担：18,145,577 PKRs. 

２．評価調査団の概要 

調査者 

日本側 

担当分野 氏 名 所 属 

団長・総括 田中 努 JICA人間開発部高等・技術教育課 課長 

協力企画 谷口敬一郎 JICA人間開発部高等・技術教育課 特別嘱託 

評価分析 荻野 有子 株式会社コーエイ総合研究所 主任コンサルタント

パキスタン側 

氏 名 所 属 

Mr. Irfan Ali Chairperson, TEVTA  

Lt Col（R）Hamid Ghani Anjum, TI（M） GM-Operations/Project Director, TEVTA
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果（アウトプット）の達成度 

成果 1：成果1は、PDM指標に照らし達成と判断される。コンピュータ化されたデータが学

校・学科運営のために活用され（指標1-1）、学校運営委員会（IMC）や学科別ワーキング・

グループへ産業界等が参加した（指標1-2）。また、産業界とのさまざまな連携活動や（指

標1-3）、連携促進を目的とするワーキング・グループ会合が開催された（指標1-4）。さら

に、ニュースレターやウェブページを通じた広報活動も展開され（指標1-5）、すべての

PDM指標を達成した。 

 

成果 2：成果2は、PDM指標に照らし達成と判断される。訓練マネジメントサイクル（TMC）

の全プロセスに沿って、訓練ニーズ調査を実施（指標2-1）及び、産業界ニーズに基づく

カリキュラムを改訂し（指標2-2）、最終的に、機械・建築両学科の改訂カリキュラムは、

パンジャブ州並びに連邦レベルにおいて正式に承認された。また、改訂カリキュラムに

よるパイロット・コース向けのマスター・トレーナーも訓練され（指標2-3）、マスター・

トレーナーによる教員訓練も行われた（指標2-4）。教材・試験問題も改訂され（指標2-5）、

機材の据え付け並びに維持管理活動も行われ（指標2-6）、パイロット・コースのモニタリ

ング・評価（M&E）も実施された（指標2-7）。これらのすべてのプロセスはTMCマニュ

アルとしてまとめられ（指標2-8）、すべてのPDM指標を達成した。 

 

成果 3：成果3は、PDM指標に照らし機械学科は達成済み、建築学科は達成に向けて一部継

続的な活動が必要であるが、プロジェクト終了までには達成見込みであることから、全

般的にはおおむね達成と判断される。就職情報、インターンシップ、雇用機会に係る情

報は両学科ともコンピュータ化され（指標3-1）、就職支援室並びに各学科によって管理運

用されている。キャリアカウンセリングの実施（指標3-2）並びに就職支援に対する卒業

生満足度調査（指標3-3）及び雇用者満足度調査（指標3-4）結果について、機械学科は達

成済み、建築学科は一部今後の実施が予定されている。なお、機械分野と建築分野の雇

用動向は異なっており、建築分野に適した就職支援のあり方を検討する必要がある。 

 

成果 4：成果4は、PDM指標に照らし達成と判断される。普及セミナーの開催（指標4-1）、

州内他GCT校の参加率（指標4-2）並びに参加者の理解度（指標4-3）は両学科とも達成さ

れている。 

 

（2）プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標は、以下のとおりPDM指標に照らして達成見込みと判断される。 

雇用者満足度（指標1）：機械学科では、72％の企業が改訂カリキュラム導入後の卒業生の

方がそれ以前の卒業生よりもパフォーマンスが高いと評価した。建築学科については、

80％の企業が満足していると評価したが、建築学科は改訂カリキュラム導入後の卒業生

とそれ以前の卒業生とを比較した質問ではなく回答数も限定されることから、より多く

の就職先を対象とした追加調査の実施を予定している。 

卒業生満足度（指標2）：機械学科では、95％の卒業生が、産業界ニーズを取り入れたDAE

コースの内容に満足すると評価した。建築学科では、カリキュラムについては95％、機

材については100％の卒業生が満足すると評価した。 

修了試験合格率（指標3）：両学科とも全般的には、カリキュラムの改訂が行われたあとの

方が、それ以前よりも試験の合格率が約20～30ポイント上昇している。 
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（3）上位目標 

上位目標は、プロジェクト終了後3～5年程度で達成することをめざす目標であるが、工

業系ディプロマコースのカリキュラムは、制度上、州統一カリキュラムであり、機械学科

の改訂カリキュラムは、パンジャブ州の機械学科のある全GCT校（本校を含み全19校）で

既に採用され、建築学科の改訂カリキュラムも一部の学校（私立校等）で採用されている

など2、プロジェクトの成果が州内に展開される方向にあり、上位目標は達成される見通し

といえる。しかし、教員訓練やカリキュラムに沿った実験室・機材など、改訂カリキュラ

ムの適切な導入・実施に向けた十分な支援が必要である。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

妥当性は、「高い」と判断される。パキスタン並びにパンジャブ州の中堅技術者養成ニー

ズと合致しており、ターゲット・グループであるGCT R.R.、TEVTA、NAVTTCやパンジャ

ブ州の産業界、学生のニーズにも整合している。また、パキスタンのTVET政策である

“National Skilling Strategy（NSS）（2009-2013）”では20の改革を提唱しており、「特定産業

分野におけるCoEの設置」もその1つである。日本のODA政策とも整合しており、パキスタ

ン別援助方針（2012年）において、CoE能力強化を通じたTVETセクター支援は、3本柱から

なる重点分野の1つである「人間の安全保障の確保と社会基盤の改善」のもとに位置づけら

れている。さらに、4つの成果達成を通じ、CoEとしてGCT R.R.の機械学科と建築学科の強

化を行った本プロジェクトのアプローチ・戦略は全般的に適切であり、対象校・学科・タ

ーゲット・グループの選定も適切である。加えて、他ドナー支援の「TVET改革支援プログ

ラム（2011-2015）」との連携や、GCTR.R.の建築学科講義棟の整備並びに建築学科・機械学

科に対し改訂カリキュラムに基づき教育・訓練機材の整備を行ったわが国の無償資金協力

との相乗効果が認められる。また、2013年5月の選挙により新政権が誕生したが、新政権も、

TVETセクター強化を支援していく方針である。 

 

（2）有効性 

有効性は「高い」と判断される。プロジェクト目標は、PDM指標の達成度に加え、入学

者の成績の向上及び機械学科の認証評価（アクレディテーション）結果に照らして、プロ

ジェクト目標は達成の見込みであり、本プロジェクトで設定した成果の達成により導かれ

たものである。 

 

（3）効率性 

効率性は「中程度」と判断される。成果1、2、4については、計画どおり達成された。成

果3については、機械学科は達成、建築学科は引き続き達成に向けて活動を継続していると

ころである。就職支援室については、持続性の確保を念頭に、GCT R.R.の運営体制のなか

で更に制度化される必要がある。機材は、計画どおりに導入設置されたが、プロジェクト

初期の段階ではその手続きに時間がかかったことや、終了時評価調査時点において建築学

科教員の不足問題が指摘される。また、日本・パキスタン国側双方の投入は、おおむね適

切であり有効に活用されたが、一部、専門家派遣の遅延、プロジェクト前半におけるカウ

ンターパート（C/P）の頻繁な異動が指摘される。 

 

 

                                                        
2 建築学科は、パンジャブ州のGCT校のうち本校にのみ設置。 
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（4）インパクト 

インパクトは、「高い」と判断される。プロジェクトの成果がパンシャブ州内に展開され

る方向にあり、上位目標はおおむね達成される見通しといえる。しかし、改訂カリキュラ

ムの適切な導入・実施に向けては、TEVTAによる十分な支援が必要である。上位目標達成

を阻害する具体的な要因は現時点では特定できないが、州内に広く普及するためには、特

に機材更新や教員訓練に向けたかなりのリソースが必要になるとみられる。また、プロジ

ェクトの波及効果として、建築学科での男女共学の導入は、GCTのDAEレベルにおいて初

めてであり特筆すべきことである（2013年に女子学生の第1期卒業生21名を輩出済み）。 

 

（5）持続性 

持続性は「潜在的に高いといえるが、TEVTAの強いコミットメントが必要」と判断され

る。 

政策・制度面：プロジェクトにとって良好な、現在の政策／制度的環境は、連邦レベル・

州レベルの双方において、今後も続くことが予想される。 

組織・財政面：GCT R.Rの組織的なマネジメント能力の面では、さまざまなデータベースの

構築や就職支援室の設置等、順調に進んできた。しかしながら、就職支援室の位置づけ

は、人員・予算面も含め必ずしも全面的に制度化されているものではない。就職支援室

並びに担当教員の役割・責任、業務範囲、人員・予算等を明確にし、就職支援室や学校

による就職支援の持続性を高める必要がある。また、TEVTAの組織能力は、GCT R.R.や

他のTVET機関におけるプロジェクトの持続性に強く影響を及ぼす要因であることから、

更に強化される必要がある。財政面では、過去5年間のGCT R.R.の予算状況にあるとおり、

TEVTAの予算は順調に増加してきた。TEVTA予算以外にも、GCT R.R.には独自資金があ

り、校長の裁量で支出することが可能である。以上のような予算状況にかんがみ、プロ

ジェクト終了後もパキスタン側で必要な予算を確保することが可能と推測される。 

技術面：全般的に、GCT R.R.のC/Pは、改訂カリキュラムによるコースを実施する能力を身

につけており、技術的に自立してコース実施が可能である。機材維持管理については、

機械学科の場合、新規導入された機材はすべて現地代理店があり、現地企業でも導入さ

れている機材を基本的に選定していることから、技術面での問題はなく現地において維

持管理が可能である。建築学科でも、教員の技術面での能力は十分あり、維持管理が可

能である。 

普及：パンジャブ州内の他校への普及は、一義的にはTEVTAの責任範囲であり、TEVTAで

はその計画を策定中である。連邦レベルの普及は、プロジェクトの範囲外でありパキス

タン側の対処事項である。プロジェクトで改訂されたカリキュラムは、連邦レベルの承

認を経て国家カリキュラムとなっており、NAVTTCがその適切な普及の責任を負ってい

る。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

１）訓練マネジメントサイクル（TMC）の実践 

本プロジェクトでは、訓練マネジメントサイクル（TMC）を1年ごとに3年間実施する

デザインが有効であった。これにより、改訂カリキュラムの質とレレバンスを確保する

とともに、キャパシティ・ディベロップメントの観点からも、教員の育成と学校組織の

強化が同時に図られた。 

２）包括的なプロジェクト・デザイン 

プロジェクトは、「産業界との連携を盛り込んだ学校運営」、「訓練マネジメントサイク

ル（TMC）」、「就職支援」の3つの構成要素から構成される。モデル校強化を目的とした
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技術教育支援として包括的なプロジェクト・デザインであり、これら構成要素が相乗効

果を生んだことにより、技術教育の質がより向上した。 

３）適切なニーズアセスメントと活動計画 

プロジェクトの初期段階に行った、質の高いきめ細やかな訓練ニーズ調査を通じ、カ

リキュラム改訂に向けた産業ニーズを把握するとともに、産業界との連携も促進するこ

とができた。また、詳細で実践的な活動計画（PO）を作成したことも、プロジェクト活

動の運営上効果的であった。これらにより、特にプロジェクトの中盤以降はスムーズに

実施された。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

１）GCT R.R.とTEVTAの重要な要員の継続配置 

TEVTA側のプロジェクト担当者は全期間を通じて同一人物が務めたこと、現在の校長

（Project Manager：PM）も既に3年間異動がないことに加え、各学科レベルにおいても、

TEVTAはプロジェクトで訓練された教員の異動を原則控える方針をとった。これは、特

にプロジェクト後半において、活動の運営実施における一貫性・継続性を確保すること

に寄与した。 

２）プロジェクト管理に関する会合の定期的実施 

プロジェクト・ディレクター（Project Director：PD）であるGM-Operationsによる月例

会議が開始され、校長（PM）、TEVTAの関連職員並びにJICA専門家チームも参加し、プ

ロジェクト運営管理に関するコミュニケーションは、中間レビュー調査時と比較し大き

く改善された。 

３）パキスタン側のコミットメントとオーナーシップ 

プロジェクト期間を通じ、TEVTAの本プロジェクトに対するコミットメントと協力の

姿勢並びに関係するC/Pが全般的に強いオーナーシップをもっていることは、貢献要因と

して働いた。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

カリキュラム改訂に係る計画段階と実施段階における齟齬の調整 

プロジェクト前半において、計画段階と実施段階における齟齬に基づき特に調整を必要

とした活動は、パキスタン側の制度（①改訂はGCTレベルではなくTEVTAの専権事項、②

技術教育3年ディプロマのカリキュラムは全国統一されていること）に合わせたカリキュラ

ム改訂体制の構築に、多大な労力を必要としたことが挙げられる。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

１）教職員不足 

建築学科では、終了時評価調査時点で13名の定員に対し、実際に稼働しているのは8名

のみであり、ラボの助手も配置されていない。教員の業務量の負荷並びに科目の守備範

囲の問題など、双方の観点から教員不足が指摘される。 

２）頻繁なC/Pの交代 

プロジェクト前半におけるC/Pの頻繁な交代や、教員配置の問題（教員不足、異動転勤

や仕事量の増加）は、円滑なプロジェクトの実施に影響を及ぼす要因であった。 

３）日本人専門家派遣の遅延 

チーフアドバイザーはプロジェクト開始4カ月後、建築学科の長期専門家は1年次カリ

キュラム改訂後に着任した。また、訓練マネジメントサイクルの短期専門家派遣タイミ

ング（2012年4～5月）も、その目的に照らしより早い段階で行われることが適切であっ
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た。 

 

３－５ 結論 

5項目の評価結果により、プロジェクトは一部成果の発現に向けて継続的活動の必要はあるも

のの協力期間中に目標を達成すると考えられ、プロジェクトは予定期間内に終了することが適

切であると判断される。プロジェクトの初期段階では、プロジェクトが軌道に乗るまでに多く

の労力が必要であり、特に、産業界のニーズに沿ったカリキュラム改定はプロジェクトの肝で

あり、関係者の多大な努力が認められた。プロジェクトの後半は、本プロジェクトの特徴でも

ある産業界との連携活動や就職支援について具体的な活動が行われた。今後は、プロジェクト

の成果の持続性を確保することが重要となるが、TEVTAもその責任を十分認識している。この

点については、次の提言の項で詳しく述べる。 

 

３－６ 提言 

（1）プロジェクト実施中の提言 

１）建築学科のウェブサイトとGCT R.R.のウェブサイトの統合 

２）建築学科における男女別のデータ管理の促進 

３）TMC（訓練マネジメントサイクル）マニュアルの完成と普及の促進 

４）就職支援室の強化 

５）建築学科に対する就職支援室の支援促進・強化 

 

（2）プロジェクト終了後の提言 

プロジェクト目標達成に係る持続性に関する提言 

１）TEVTA/GCT R.R.は、年齢構成などに配慮した教員の採用計画を作成し実施する 

２）TEVTA/GCT R.R.は、2部制（午前/午後コース）の教育の質を向上させる。特に午後コ

ースの向上が必要 

３）TEVTA/GCT R.R.は、GCT R.R.の知見と経験を普及するために定期的にセミナーなどを

実施する 

４）TEVTA/GCT R.R.は、建築学科における女子学生の就職支援を含めた各種サポートの仕

組みを一層強化する 

５）TEVTA/GCT R.R.は、教育の質の向上のための必要な予算を確保する 

 

上位目標達成に係る持続性に関する提言 

１）TEVTA/GCT R.R.は、就職支援室を組織的に強化し、パンジャブ州における他のGCT校

にもその体制を普及する 

２）NAVTTC/TEVTAは、2015年から始まるカリキュラム改訂のために、2014年から準備に

着手する 

３）TEVTAは、他のGCT校における改訂カリキュラムの導入状況を把握し、課題などに対

応する 

４）TEVTAは、GCT R.R.で得られた経験や知見に基づき、他のGCTに必要とされる技術分

野とスキルを主体的に特定する必要がある 

５）パキスタン側は、GCT R.R.の経験と知見を国内の他の地域に普及するためのPR活動を

強化・促進する 

 

３－７ 教訓 

本プロジェクトから得た教訓として、下記4点が挙げられた。今後の類似事業等の検討に役立
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てたい。 

（1）訓練マネジメントサイクル（TMC）を1年次、2年次、3年次と1年ごとに3年間実施するこ

とにより、教員の育成と学校組織の強化が同時に図られた。 

 

（2）プロジェクトの3つの構成要素である、「産業界との連携を盛り込んだ学校運営」、「訓練

マネジメントサイクル（TMC）」、「就職支援」が相乗効果を生んだことにより、技術教育の

質がより向上した。 

 

（3）プロジェクトの初期段階において、きめ細やかなニーズアセスメントの実施と詳細で実

践的な活動計画を作成したことにより、特にプロジェクトは中盤以降はスムーズに実施さ

れた。 

 

（4）カリキュラム改訂を行う場合は、従前に綿密な調査を行って当該国のカリキュラム開発・

改訂制度を把握し、その制度に沿ったプロジェクト実施体制を構築することが求められる。
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The Summary of Terminal Evaluation 
1. Outline of the Project 

Country: Islamic Republic of Pakistan Project title: Project for Development of Center of 
Excellence (CoE) for Technical Education 

Issue/Sector: Education-Technical and 
Vocational Education and Training 

Cooperation scheme：Technical Cooperation 

Division in charge: Technical and Higher 
Education Division, Human 
Development Department 

Total cost (at the time of evaluation study)：4.2million yen

Period of 
Cooperatio
n 

(R/D) 
15 December 2008 – 14 
December 2013 (5 years) 

Partner Country’s Implementing Organization:  
Technical Education and Vocational Training Authority 
(TEVTA) 
Government College of Technology Railway Road Lahore 
(GCT R.R.) 

Supporting Organization in Japan: - 
Related Cooperation: The Project for Strengthening of DAE 
Mechanical & Architecture Departments in GCT Railway 
Road of Punjab Province (Grant Aid) 

1-1  Background of the Project 
The Government of Islamic Republic of Pakistan has envisaged the share of the manufacturing sector 

to increase from current 18 percent of GDP to 30 percent by the end of the period of the national 
development plan, Vision 2030. In order to achieve it, the manufacturing sector has been growing 
annually by about 10 percent. Meanwhile, the flexible, skilled and innovative technical personnel are 
required to develop, in addition to upgrading technical, legal and physical infrastructure. Lahore, the site 
of this Project, is the second largest industrial city in the country after Karachi, with growing various 
types of engineering industries which demand technicians in mechanical and architecture fields. 
Particularly the demand for middle-level technicians who can link the construction/manufacturing sites 
and management is growing fast.  

The Government is reforming the system of Technical and Vocational Education and Training (TVET), 
by establishing National Vocational and Technical Training Commission at the federal government level 
and by developing “The National Skill Strategy (2009-2013)” which aim to implement different reforms 
including establishment of Center of Excellence.  

The Government College of Technology Railway Road (GCT R.R.) is a leading training institute in 
Punjab. However, it faced various problems such as an outdated curriculum which had not been revised 
for more than 10 years, insufficient number and quality of trainers, unavailable placement service, weak 
linkage with industrial sectors, etc.  

The Project for Development of Center of Excellence (COE) for Technical Education started in 
December 2008 for the period of five years, with an official request from the Government of Islamic 
Republic of Pakistan to the Government of Japan, in order to address these problems, and eventually to 
enhance the capacity of GCT R.R. to provide quality education in Mechanical and Architecture courses 
based on industrial needs as COE. 

The Terminal Evaluation Team for the project is implemented by the representatives of Pakistani side 
and JICA in order to evaluate the achievements of the Project and to derive lessons from the Project. 

 
1-2  Project Overview 
(1) Overall Goal 

Acquired knowledge of the project, which provides technical education to fulfill industrial needs, is 
applied into other institutes (Mechanical and Architecture) in Punjab. 
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(2) Project Purpose 
Mechanical and Architecture courses of GCT R.R. provide quality in technical education based on 
industrial needs as CoE.  
 

(3) Outputs 
1) Management system of GCT R.R. is strengthened as a CoE which can offer technical education 

relevant to industrial needs. 
2) Training Management Cycle (TMC) of Mechanical and Architecture courses is strengthened. 
3) Placement support of GCT is strengthened. 
4) Knowledge and experience of GCT R.R. is shared with other courses in GCT R.R. and other TVET 

institutes. 
 

(4) Inputs (at the time of evaluation)  
Japanese Side:  

No. of long-term experts:  4  Equipment: 109,105,402.80 PKRs 
No. of short-term experts: 3  Operational costs:  44,870,449.23 PKRs 
No. of personnel trained in Japan: 18   

Pakistani Side: 
No. of Counterparts: Main C/Ps (36), Mechanical(35), Architecture (12) 
Office and facilities: Office for experts 
Operational costs 18,145,577 PKRs  

2. Evaluation Team 

Members of 
Evaluation 

Team 

Japanese side 
1) Leader: Mr. Tsutomu TANAKA, Director, Technical and Higher Education Division, 

Human Development Department, JICA 
2) Cooperation Planning: Mr. Keiichiro TANIGUCHI, Special Advisor, Technical and 

Higher Education Division, Human Development Department, JICA 
3) Evaluation Analysis: Ms. Yuko OGINO, Senior Consultant, KRI International Corp. 
Pakistani side 
1) Mr. Irfan Ali, Chairperson, TEVTA  
2) Lt Col (R) Hamid Ghani Anjum, TI (M), GM-Operations/Project Director, TEVTA 
3) Engr. Arif Ali Nadeem, Principal/Project Manager, GCT R.R. 

Period of 
Evaluation 

8 - 21 September 2013 Type of Evaluation: Terminal Evaluation

3. Results of Evaluation 

3-1 Project Performance 
(1) Output 

Output 1 is achieved in light of all PDM indicators including use of computerized data for 
management (Indicator 1-1), participation from significant market players in IMCs and working 
groups (Indicator 1-2), conducting various collaborative activities with industries (Indicator 1-3), 
organizing working group meetings for promotion of college-industry linkages (Indicator 1-4) and 
public relations through newsletters and Webpage (Indicator 1-5). 
 
Output 2 is achieved in light of all PDM indicators covering whole process of TMC including TNA 
(Indicator 2-1), revising curriculum based on industrial needs (Indicator 2-2), which have been 
officially approved at both provincial and federal levels. The project has trained master trainers 
(Indicator 2-3) and teachers (Indicator 2-4), revised teaching materials and examination papers 
(Indicator 2-5), completed installation of equipment and maintenance activities (Indicator 2-6) and 
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conducted M&E (Indicator 2-7), which are all incorporated in TMC Manual (Indicator 2-8). 
 
Output 3 is overall achieved (achieved in Mechanical and in the process of being achieved in 
Architecture) in light of PDM indicators including computerized data on placement, internship and 
opportunities (Indicator 3-1) managed by Career Section and both Departments. Career Counseling 
(Indicator 3-2) as well as students’ and employers’ satisfaction on job placement (Indicator 3-3 and 
3-4) were achieved for Mechanical and are planned to be conducted for Architecture. Appropriate 
support for Architecture is to be discussed in consideration of different employment trends from 
Mechanical. 
 
Output 4 is achieved in light of all PDM indicators for holding seminars (Indicator 4-1), participation 
rate of institute (Indicator 4-2) and rate of understating of the participants (Indicator 4-3) in both 
departments. 
 

(2) Project Purpose 
Project Purpose is likely to be achieved in light of PDM indicators for Mechanical and Architecture 

courses as follows:  
Employers’ satisfaction (Indicator 1): For Mechanical, 72% of employers are satisfied with 
performance of 2012 pass outs3 compared with other pass outs who graduated before year of 2011. 
For Architecture, 80% of employers are satisfied with performance of the pass outs, but not in the 
question of before-after comparison and the number of eligible respondents were limited. An 
additional survey for Architecture is scheduled to be conducted for more coverage of employers. 
Graduates’ satisfaction (Indicator 2): For Mechanical, 95% of the 2012 pass outs is satisfied with new 
course contents compatible to industrial needs, and for Architecture, satisfaction rates are 95% for 
curriculum and 100% for equipment. 
Passing examination rates (Indicator 3): For both courses, passing examination rates (%) of students 
under revised curriculum have increased by approximately 20 to 30 points as compared to those before 
the curriculum revision.  

 
(3) Overall Goal 

Overall Goal is likely to be achieved. Following the Pakistani system on DAE curriculum, the revised 
curriculum for mechanical technology has been adopted by all GCTs in Punjab (19 colleges including 
GCT R.R.) For architecture technology, the revised curriculum is adopted by private colleges that have 
DAE Architecture course across the Punjab Province4 The introduction of the project outputs has as 
such already in progress, but sufficient support is required for proper introduction and implementation of 
the revised curriculum such as 1) trainer training, and 2) curriculum compliant labs and equipment. 
 
3-2  Summary of Evaluation Results 
(1)  Relevance 

Relevance is high. The project is in line with the needs of Pakistan and Punjab that promote skill 
development in middle level technical personnel, and the needs of relevant target groups of GCT R.R., 
TEVTA, NAVTTC, industries in Punjab and students. The project is consistent with policies in 
Pakistan and Japan. In National Skills Strategy (NSS) 2009-2013 as TVET policy in Pakistan, 20 
reforms are proposed including establishing industry specific Centers of Excellence. In the latest 
Japan’s Country Assistance Program for Pakistan (2012), assistance to TEVT sector through 

                                                        
3 Pass outs are graduates of GCT R.R., and 2012 pass outs are the 1st batch of graduates under the revised curriculum. 
4 Among GCTs in Punjab, only GCT R.R. has Architecture Department. 
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developing CoE is clearly positioned in one of the 3 priority pillars. The project strategy is concluded 
to be appropriate in terms of project approach (output 1~4) and other aspects such as selection of GCT 
R.R., 2 departments, and target groups. There have also been linkages with TVET Reform Support 
Programme (2011-2015) assisted by other development partners, and synergy effects with the Grant 
Aid supported by the Japanese Government for GCT R.R. under which new building for Architecture, 
various equipment items necessary for both Mechanical and Architecture Departments have been 
provided based on the needs of revised curriculum. Due to the election in May 2013, new Government 
administration took the office. The present Government also strongly supports the development of 
TVET Sector.  
 

(2)  Effectiveness  
Effectiveness is high because the Project Purpose is achieved in light of PDM indicators as well as 

other evidences such as increased merits of admissions and accreditation results of Mechanical 
Department. All such achievements have been contributed by Outputs of the Project.  
 

(3)  Efficiency  
Efficiency is fairly good. Output 1, 2 and 4 have been overall achieved as planned. Output 3 is achieved 

in Mechanical and in the process of being achieved in Architecture. Institutionalization of Career Section 
within GCT R.R. management system needs to be improved for sustainability. Equipment have been 
purchased, delivered, and installed as planned but it was time consuming at an initial stage of the Project 
because of long procedures and there was a shortage of teachers of Architecture Department at the time of 
evaluation. Inputs from Japan and Pakistan have been mostly appropriate and efficiently utilized except for 
some issues: delay in fielding Japanese experts in some posts and frequent changes of C/Ps in the 1st half 
of the Project. 
 

(4)  Impact  
Impact is potentially high if TEVTA continues its commitment to sustain and disseminate the 

project outputs. The Overall Goal is likely to be achieved because the introduction of the project 
outputs has already in progress, but sufficient support is required for proper introduction and 
implementation of the revised curriculum. No hampering factors for achieving Overall Goal is 
identified concretely as yet, but for wider dissemination throughout to Punjab, huge resources are 
required particularly for replacing latest machines and providing teachers training. As a ripple effect, 
introduction of co-education in Architecture Department is first-ever achievement at DAE level of 
GCT, and giving a notable impact. The first batch of female students (21 graduates) successfully 
graduated in 2013. 
 

(5)  Sustainability  
Sustainability is potentially high but subject to TEVTA’s commitment.  

Policy and institutional aspect: Policy environment/institutional settings are likely to continue favourably 
both at federal and provincial levels, as mentioned in the Relevance. 
Organizational and financial aspect: Organizational development of management aspects of GCT R.R. has 
been steadily progressing including the development of various data base and creating Career Section etc. 
However, the position of Career Section is still not fully institutionalized under TEVTA/GCT R.R. 
including staffing and budget appropriation. It is necessary to define the roles and responsibilities, scope of 
work, personnel and budgets for sustainability of Career Section and job placement services by GCT R.R. 
In addition, TEVTA's organizational capacity strongly affects the sustainability of GCT R.R. as well as for 
other TVET institutions to adopt good elements of the Project, and therefore capacity building of TEVTA 
is further required. On financial aspect, according to the past 5-year budget records of GCT R.R. the 
amounts from TEVTA have been steadily increasing. In addition to such TEVTA budget, GCT R.R. has 
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Institute Own Funds which can be used at Principal's discretion. Considering such budget status, it is most 
probably that necessary costs after the Project will be met by Pakistan Side.  
Technical aspect: Overall, C/Ps at GCT R.R. have been developed to be able to conduct the courses of the 
revised curriculum. They have become technically independent in this regard. For maintenance of 
equipment in Mechanical Department, local agents are available for all the newly introduced equipment, 
and they are usually introduced in the local industries. Therefore, maintenance can be done locally without 
technical problems. For maintenance of equipment and facility in Architecture Department, technical 
capacity of teachers is sufficiently developed to be able to maintain. 
Dissemination mechanism: Dissemination into other institutions in Punjab is primarily the TEVTA’s 
responsibility. TEVTA is preparing a plan of actions. Dissemination at federal level is beyond project 
purview and Pakistan side will take care. Since the curriculum developed under the Project has become 
national curriculum, NAVTTC is in a position to be responsible for proper dissemination. 
 

3-3  Contributing Factors  
(1) Factors related to planning 

1) Completing Training Management Cycle (TMC): Completing the whole Training Management Cycle 
(TMC) for three years has been effective in terms of assuring quality and relevance of the revised 
curriculum as well as enhancing capacity development of teachers and C/Ps, and organizations.  

2) Comprehensive project design: The inter-related three components of the project, such as college 
management including industries linkage, TMC, and the job placement support, which provides a 
comprehensive project design for strengthening GCT R.R. as CoE, have a synergy effect to 
provide quality technical education.  

3) Good Training Needs Assessment (TNA) and Plan of Operations (PO): Conducting a 
high-quality training needs assessment has provided a good picture of industrial needs and has 
promoted college-industry linkages. Making a feasible and detailed plan of operation in the 
beginning of the project has also been effective in terms of project management. All these aspects 
have accelerated the proper implementation in the later project period. 

 
(2) Factors related to implementation process 

1) Consistency at GCT R.R. and TEVTA: Project Focal Person in TEVTA has remained the same 
throughout the project period, and the present Principal (PM) has been in the office for the last 3 
years. At departmental level, TEVTA has complied with a basic policy not to transfer teachers who 
got trained under the Project in principle. All such arrangements have maintained consistency of the 
project management and implementation particularly for the 2nd half of the project. 

2) Regular Meeting on Project Management: Communication with regards to project management has 
been improved compared to the time of MTR by establishing monthly meetings chaired by 
GM-Operations (PD) with attendance of Principal (PM), TEVTA relevant staff and Japanese Expert 
Team.  

3) Commitment and ownership of Pakistan side: Strong commitment and cooperation from authority of 
TEVTA as well as strong ownership of concerned C/Ps personnel is a contributing factor. 

 
3-4  Hampering Factors  
(1) Factors related to planning 

Fixing discrepancies between planning and implementation regarding curriculum revision: In the early 
stage of the Project, the most critical discrepancy was related to the system of curriculum revision in 
Pakistan. First, curriculum revision is not done at GCT level but at TEVTA which is a primarily 
responsible organization. Second, DAE curriculum is common all over the country in Pakistan. 
Completely aligning with the formal system was required accordingly.  
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(2) Factors related to implementation process 
1) Shortage of Teachers and staff: At Architecture Department, there are 8 teachers at the time of 

evaluation out of 13 sanctioned posts and no lab technician is employed. From the both aspects 
of teacher workload as well as subject coverage, number of teachers is in short.  

2) Frequent changes of C/Ps: Frequent changes of C/Ps in the 1st half of the Project, together with 
the problem of recruitment and deployment of trainers (short staffing, transfer and workload) are 
hampering factors for smooth implementation of the project.  

3) Delay in fielding Japanese experts: First Chief Advisor was appointed 4 month after the Project 
commencement, and expert of Architecture was appointed after the 1st year revision of 
curriculum. Timing of fielding TMC Expert (Apr.-May 2012) would have been done earlier in 
order to maximize the effectiveness and efficiency of their services.  

 
3-5  Conclusions 

Based on the evaluation results, the project purpose is likely to be achieved although there are some 
efforts to be made continuously towards the end of the Project. It is appropriate to complete the project as 

scheduled. The Team would like to acknowledge tremendous efforts made by those who have been 
involved in the Project for the last five years. In the 1st half of the Project, there were lots of ground 
works to get all the mechanisms on board, particularly to the curriculum revision based on the industrial 
needs as it was central to the Project design. Based on such foundation, the 2nd half of the Project 
extended its focuses on strengthening linkages with industries and job placement support which are 
particular features of the Project. In view of such achievements, sustainability is a next agenda for all 
concerned to confirm. TEVTA is fully aware of their responsibility. Details are given in the 
recommendations.  
 
3-6  Recommendations 
(1) Recommendations for the rest of the project period 

1) Integrating Website of Architecture Department into College Website; 
2) Establishing gender-wise data management for students in Architecture Department; 
3) Completing and disseminating TMC Manual for relevant users; 
4) Strengthening Career Section, including defining roles and responsibilities, scope of work, 

necessary staffing and budget;  
5) Promoting services by Career Section for students of Architecture Department.  

 
(2) Recommendations for the period after the termination of the cooperation 

Regarding the sustainability of achieving the Project Purpose 
1) TEVTA / GCT R. R. are expected to have and implement a teacher recruitment plan on the basis 

of the age structure of the college; 
2) TEVTA / GCT R. R. are expected to make efforts on raising the quality of education under the 

two shift teaching system, especially improving the quality of the afternoon session; 
3) TEVTA / GCT R. R. are expected to continue implementing the industrial linkage activities with 

having an annual plan; 
4) TEVTA / GCT R. R. are expected to continue holding dissemination seminars regularly, so that 

the knowledge and experiences of GCT R.R. are shared within other courses of the college and 
other GCTs in Punjab; 

5) TEVTA / GCT R. R. are expected to strengthen support system for female students in 
Architecture, including the job placement support; 

6) TEVTA / GCT R. R. are expected to secure the necessary budget on promoting the quality of 
education of GCTs. 
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Regarding the sustainability of achieving the Overall Goal  
1) TEVTA / GCT R. R. are expected to strengthen the Career Section in the college and other 

GCTs in Punjab, including deployment of the full-time counselor; 
2) NAVTTC/TEVTA are expected to start preparing for the next curriculum revision timing from 

2014;  
3) TEVTA is expected to evaluate the situation of the adopted revised curricula among the other 

GCTs and take necessary actions based on the result of evaluation; 
4) TEVTA is expected to identify the fields and skills of other GCTs in Punjab for expanding the 

knowledge and experiences of the Project gained in GCT R.R.5; 
5) The Pakistan side is expected to strengthen PR activities to disseminate lessons learnt of the 

GCT R.R. among other parts of Pakistan. 
 

3-7  Lessons Learnt 
The following findings within the project can be utilized for the similar projects in the future: 

1) Completing the whole Training Management Cycle (TMC) for three years enhances capacity 
development of teachers and C/Ps, and organizations;   

2) The inter-related three components of the project, such as college management including 
industries linkage, TMC, and the job placement support, have a synergy effect to provide 
quality technical education; 

3) Conducting a high-quality training needs assessment and to make a feasible and detailed plan of 
operation in the beginning of the project accelerates the proper implementation in the later 
project period. 

4) In revising curriculum, the formal system of curriculum development and revision of the partner 
country needs to be well confirmed in advance, and accordingly organizes the implementation 
structure completely aligning the system.  

 

                                                        
5 The Chairperson of TEVTA requested for further cooperation when the mission members visited his office on 16th of 
September 2013. 
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第１章 終了時評価調査概要 
 

１－１ プロジェクト概要 

１－１－１ 背景 

パキスタン・イスラム共和国（以下、「パキスタン」と記す）は、国家開発計画である“Vision 

2030”のもと、工業化の推進に取り組んでおり、GDPに占める製造業のシェアを現在の18％か

ら2030年までに30％に成長させる構想をもっている。構想実現のためには、製造業の成長率、

年率約10％を達成する必要があり、技術的、法律的、物的なインフラの迅速な整備に加えて、

柔軟で熟練した技術者の育成が必要であるとみなしている。本プロジェクトサイトのパンジャ

ブ州ラホール市は、カラチに次ぐ同国第2の工業都市であり、各種エンジニアリング産業が集積

し、機械や建築分野の技術者に対する需要も高い。特に現場と経営層をつなぐ中堅技術者の育

成に対する需要が高まっている。 

パキスタン政府は、技術教育・職業訓練（Technical and Vocational Education and Training：TVET）

システムの改革に向けて、連邦レベルの国家職業技術教育委員会（National Vocational & Technical 

Training Commission：NAVTTC）1の設置や、特定分野のCenter of Excellence（CoE）の設置等を含

む、国家レベルの「TVETセクター再構築戦略」“The National Skill Strategy（2009-2013）”を策定

している。同戦略ペーパーでは、①雇用に適した技能、②教育機会へのアクセスと公平性、③

質の改善を3つの柱としているが、既存の教育・訓練機関は、柱を備えるに必要な能力が不足し、

企業や受益者のニーズに沿った訓練が行われておらず、産業界の十分な信頼を得るに至ってい

ない。 

パキスタンのTVETシステムは、主に連邦レベルの国家職業技術教育委員会、州レベルの技術

教育・職業訓練庁（Technical Education & Vocational Training Authority：TEVTA）、そして技術短

大（Government College of Technology：GCT）や職業訓練校といったTVET実施機関という3つの

階層により構成されている。本プロジェクトで対象とするレイルウェイロード技術短期大学

（Government College of Technology Railway Road Lahore：GCT R.R.）は、パンジャブ州で中堅技

術者育成を担う中核的な技術教育機関であるが、10年以上も改訂がなされていないカリキュラ

ムに基づく教育・訓練サービスが提供されていたことから、卒業生は即戦力として通用せず、

企業に就職した後に、再教育を長期にわたって受けなければならない状況が生じるなどしてい

た。また、教員の技術力や指導力は十分でなく、実習用教材が適切に活用されておらず、機材

が長期にわたり更新されていない、さらには就業支援が組織的に行われておらず、産業界との

連携体制が構築されていない等、多くの課題を抱えていた。 

かかる状況のもと、パキスタン政府から、GCT R.R.を産業界のニーズに沿う（以下、「プロジ

ェクト」と記す）教育が提供できるモデル校（CoE）とするべく、その強化を目的とした「技術

教育改善プロジェクト」が要請され、現在、産業界のニーズ等も踏まえた教育・運営体制の確

立のために、機械・建築の2分野を対象として協力を実施している。 

本プロジェクトは、2008年12月から2013年12月までの5年間の予定で実施中である。本終了時

評価調査は、パキスタン側と合同で本プロジェクト活動の実績、成果を評価、確認するととも

                                                        
1 NAVTEC（National Vocational & Technical Education Commission）が、2011年にNAVTTC（National Vocational & Technical Training 

Commission）と名称変更。 
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に、今後のプロジェクト活動に対する提言及び類似事業の実施にあたっての教訓を導くことを

目的として実施された。 

 

１－１－２ プロジェクト・デザイン 

（1）プロジェクトの要約 

中間レビュー調査時（2011年6月）にパキスタン・日本国側双方で合意された改訂版プロ

ジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に基づく、プロジェク

トの要約は以下のとおり。 

 

上位目標 
産業界のニーズを踏まえた技術教育を提供するためにプロジェクトの知

見が、パンジャブ州内の他校（機械、建築）に適用される。 

プロジェクト目標 
GCT R.R. が、機械・建築分野のCoE として、産業界のニーズを踏まえた

技術教育を提供できる機関となる。 

成果1 
産業界のニーズを取り入れた技術教育が提供できるようGCT R.R.の組織

体制が強化される。 

成果2 機械・建築コースの訓練マネジメントサイクルが強化される。 

成果3 GCT R.R.の就職支援体制が強化される。 

成果4 
GCT R.R.がプロジェクトで得た経験・知見が、GCT R.R.内の他のコースや

他のTVET機関（機械・建築）に周知される。 

 

本プロジェクトのPDM第1版並びに現行PDMは、付属資料1の合同評価報告書Annex 1-1

及び 1-2参照。 

 

（2）実施体制 

本プロジェクトの実施体制は、パンジャブ州 TEVTAの General Manager-Operations

（GM-Operations）が、プロジェクト・ディレクター（Project Director：PD）として、プロ

ジェクト全体の責任を負う。GCT R.R.の校長は、プロジェクト・マネジャー（Project 

Manager：PM）として、プロジェクトの技術面・運営面の総括を行う。2008年10月の実施

協議で設定されたプロジェクトの実施体制は、図－１のとおり2。 

 

                                                        
2 図－１では、訓練マネジメントサイクル（Training Management Cycle：TMC）は、GCT R.R.中心にTEVTAと連携しながら実施

するイメージであるが、カリキュラムの改訂はTEVTAの専権事項であり、TMCもGCT R.R.とTEVTAが一体となって行うもの

であることに留意。 
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出所：実施協議報告書（2009年3月） 

 

図１－１ TIEVTAプロジェクトの実施体制図 

 

（3）本プロジェクト対象校の概要 

GCT R.R.は、パンジャブ州にあるTEVTA管轄のGCT校（30校）の1つである3。うち機械

学科は本校を含めて19校に設置されており、建築学科は本校のみに設置されている。全30

校のリストは付属資料2参照。 

GCT R.R.の工業系ディプロマ（Diploma of Associate Engineer：DAE）コース4には、4学科

（機械、建築、自動車・ディーゼル、空調・冷蔵）が設置されている。本プロジェクトの

                                                        
3 GCT校数は、事前調査、中間レビュー調査時の数値から大幅に増加しているが、以前は別名称であった機関もGCT呼称を統一

したことにより、2013年9月現在は合計30校ある。 
4 パキスタンの教育システムは、初等（5年間）、前期中等（3年間）、高校（2年間）の計10年間の一般教育課程を修了した後、

一般後期中等教育、教員養成校、技術短大という3つのラインに分岐する。技術系プログラム（GCT R.R.はこれに含まれる）

は、3年間の修学の後、工業系ディプロマ（DAE）を取得できる。 
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対象分野である機械学科と建築学科の生徒数・教員数（2013年9月末現在）は表－１のとお

り。 

 

表１－１ 現状の機械学科及び建築学科の生徒数と教員数（2013年9月末現在） 

コース 授業形態 生徒数（人） 教員数（人） 教員1人当たりの生徒数（人）

機械学科 午前部クラス 550 31 約18 

午後部クラス 393 約13 

合計 943 約30 

建築学科 午前部クラス 231 12 

（正規8＋臨時4） 

約20 

午後部クラス  97  約8 

合計 328 約28 
注：2011年度は午後部クラス受入れを中止しているため、2013年度の午後部に3年生はいない。教員数はラボ・ワ

ークショップの助手やメンテナンス要員を除く、教員は午前部と午後部双方のクラスを担当している。また、

建築学科の教員数は、本終了時評価調査のミニッツ署名時点（2013年9月19日）の実働教員数は正規8名であ

ったが、署名後に臨時3名が雇用され、雇用済み1名の臨時教員も稼働を始めて計12名となったもの。 
出所：GCT R.R. 

 

１－２ 終了時評価調査の目的 

本終了時評価調査の目的は以下のとおり。 

（1）これまで実施した協力活動について当初計画に照らし、投入実績、活動実績、計画達成度

を確認する。 

（2）実施プロセスに影響を与えた貢献要因・阻害要因を把握する。 

（3）計画達成度を踏まえ、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点

から評価を行う。 

（4）プロジェクトの残りの期間並びに終了後に向けた提言をまとめる。 

（5）類似案件の参考となる教訓をまとめる。 

 

１－３ 合同評価チームメンバー 

パキスタン側 

氏  名 所  属 

Mr. Irfan Ali Chairperson, TEVTA 

Lt Col（R）Hamid Ghani Anjum, TI（M） GM-Operations/Project Director, TEVTA 

Engr. Arif Ali Nadeem Principal/Project Manager, GCT R.R. 

 

日本側 

担当分野 氏  名 所  属 

団長・総括 田中 努 JICA人間開発部高等・技術教育課 課長 

協力計画 谷口 敬一郎 JICA人間開発部高等・技術教育課 特別嘱託 

評価分析 荻野 有子 コーエイ総合研究所教育・産業人材開発室主任コンサルタント 
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１－４ 終了時評価調査の日程 

終了時評価調査は、2013年9月8日から9月21日にわたり、以下の日程で実施された。 

日 付  日  程 

8-Sep Sun  Arrive in Lahore（Ogino, TG 345, 22：30 / Leave Tokyo 12：00, TG 643）

9-Sep Mon 

09:00-11:00 Interview with Engr. Arif Ali Nadeem, Principal/Project Manager, GCT R.R.

11:10-11:40 Interview with Ms. Madiha Mumtaz（ウェブサイト担当IT教員）, GCT R.R.

13:00-15:10  

 

Interview with Engr. Aqib Sharif, Manager Establishment/JICA Project 

Coordinator, TEVTA 

15:20-15:40  

 

Interview with Lt Col（R）Hamid Ghani Anjum, TI（M）, GM-Operations, 

TEVTA 

15:40-16:00  

 

Interview with Engr. Aqib Sharif, Manager Establishment/JICA Project 

Coordinator, TEVTA 

16:00-17:00 Interview with GM-Administration at TEVTA 

10-Sep Tue 

09:00-10:00  

 

Interview with 4 Instructors（Mechanical）- Mr. Atif Attique, Mr. Muhammad 

Baquir, Mr. Saeed Tahir, Mr. Tayyab Usman, GCT R.R. 

10:00-10:50 Interview with  Mr. K. Sawada, JICA Expert（Mechanical）, GCT R.R. 

10:50-12:00

 

Interview with Muhammad Aqeel, HOD and 3 Instructors（Mechanical）- Mr. 

Abdul-Haq-Khalid, Chief Instructor, Mr. M. Razzq Khan, Instructor, Mr. 

Azhar Mahmood Sharif, Instructor, GCT R.R. 

12:00-12:40 Interview with Three 2013-Graduates（Mechanical）, GCT R.R. 

13:30-14:30 Interview with Mr. K. Sawada, JICA Expert（Mechanical）, GCT R.R. 

11-Sep Wed 

08:40-10:10 Interview with Mr. Abdul Jabbar, HOD（Architecture）, GCT R.R. 

10:30-11-30  

 

Interview with Mr. M. Nayyar Javaid in charge of Career Section of GCT 

R.R.and Mr. Atif Manzoor, Career Centre Officer, TEVTA（TEVTAよりGCT 

R.R.に週2日派遣） 

11:40-12:20 Interview with Mr. K. Sawada, JICA Expert（Mechanical）, GCT R.R. 

12:30-13:30 Interview with Mr. M. Ito, JICA Expert（Architecture）, GCT R.R. 

13:30-14:30  

 

Interview with Instructors（Architecture）- Ms. Asia Jabeen, Instructor and 

Ms. Maira Ahmad, Instructor, GCT R.R. 

14:30-15:00 Interview with Mr. M. Ito, JICA Expert（Architecture）, GCT R.R. 

15:00-15:40 Interview with Mr. Abdul Jabbar, HOD（Architecture）, GCT R.R. 

15:40-17:00 Interview with Mr. M. Ito, JICA Expert（Architecture）, GCT R.R. 

12-Sep Thu 

am Follow up interview with C/P at GCT R.R. and JICA Experts 

14:00-14:30 Interview with Ms. Aisha Quazi, DGM Corporate Affairs, TEVTA 

14:30-15:00

 

Follow up interview with Engr. Aqib Sharif, Manager Establishment/JICA 

Project Coordinator, TEVTA 

15:00-15:30 Interview with Dr. Syed Iftikhar Hussain Shah, Director R&D, TEVTA 

16:00-16:30 Interview with Mr. Azhar Iqbal Shad, GM-Academics, TEVTA 

16:30-17:00 Interview with Ms. Saima Javed, GM（ACAD）, TEVTA 

13-Sep Fri 

am Follow up interview with C/P at GCT R.R. and JICA Experts 

10:50-11:30 Interview with two female students in 3rd year（Architecture） 

11:30-12:00 Interview with two male students in 3rd year（Architecture） 

12:45-13:30 Interview with Mr. Muhammad Asif Waseem, GM-HRM, TEVTA 

pm Drafting a report 
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14-Sep Sat 

am 

 

Drafting a report and discussion with Mr. Y. Kurokawa, JICA Expert（Chief 

Advisor/Project Coordinator） 

 

Tanaka & Taniguchi,  

12:00 Leave Tokyo（TG 643） 

22:30 Arrive in Lahore（TG345） 

15-Sep Sun 14:00-19:00: Internal Meeting with Japanese Experts @Residency Hotel 

16-Sep Mon 

 Courtesy Call  / Sight Visit to GCT R.R., Lahore 

09:00- 1）TEVTA GM Operations Mr. Hamid Ghani Anjum 

09:15- 2）TEVTA COO Mr. Jawad Ahmed Qurshi 

10:10- 3）NAVTTC Regional Director Mr. Hassan Nasir Jamy 

14:30- 4）TEVTA Acting Chairperson Mr. Irfan Ali 

5）Visited the office of Secretary P&D 

16:00-18:00 Drafting of M/M,  Lahore 

（am：Dissemination Seminar（Arch.）@GCT R.R.） 

17-Sep Tue 

09:30-12:45 Dissemination Seminar（Mechanical）@GCT R.R., Lahore 

14:00-19:30 Internal Meeting（Finalizing M/M draft）@GCT R.R./ Sending M/M draft to 

stakeholders 

18-Sep Wed 

08:40-09:00 Meeting with Engr. Arif Ali Nadeem, Principal/Project Manager, GCT R.R. 

9:50-13:10 Discussion on Joint Terminal Evaluation Report and M/M with TEVTA,

GCT R.R., NAVTTC & P&D @TEVTA 

14:30- Finalizing the draft of MM @ GCT R.R. 

19-Sep Thu 
10:30-12:00 JCC meeting to get approval on Joint Terminal Evaluation Report & Signing 

of M/M with TEVTA, GCT R.R. & NAVTTC @P&D Conference Room 

20-Sep Fri 

09:00-09:30 1）Report to JICA Office, Islamabad 

15:00-15:30 2）Report to EOJ, Islamabad 

（14:00） 

 

（Signing of M/M with Economic Affairs Division, Ministry of Economic 

Affairs and Statistics, Islamabad） 

23:20 Leaving for Japan（Tanaka, Taniguchi, Ogino TG350） 

21-Sep Sat 15:45 Arrive in Japan（TG676） 

 

調査結果については、2013年9月19日開催の合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）

において報告のうえ、協議議事録（Minutes of Meetings：M/M）として取りまとめ署名を行った（付

属資料1）。 

 

１－５ 評価手法 

１－５－１ 評価枠組み 

現行PDMに基づき、「新JICA事業評価ガイドライン第1版」（2010年）に即して、以下のとおり

プロジェクト開始当初から現在までのプロジェクトの1）実績、2）実施プロセスを把握し、ま

た、3）評価5項目の観点から評価を行った。 

 

（1）実績の確認：投入（インプット）、成果（アウトプット）、プロジェクト目標、上位目標

について、計画並びにPDM指標に即して達成度（上位目標については達成の見込み）を検
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証した。 

（2）実施プロセスの確認：プロジェクトの実施プロセスについて、計画に即して実施された

か、運営は適切であったか等をレビューし、プロジェクトに影響を与えた貢献・阻害要因

を把握した。 

（3）評価5項目による評価：評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）に

沿って、プロジェクトを分析・評価した。評価5項目の詳細は以下のとおり。 

 

評価5項目 

1. 妥当性 

（Relevance） 

妥当性は、プロジェクトの正当性や必要性を問う視点である。プロジェク

トの期待される効果（プロジェクト目標や上位目標等）はターゲット・グ

ループのニーズに合致しているか、プロジェクトは問題の解決方法として

適切か、プロジェクトは政策との整合性があるか、プロジェクトの戦略や

アプローチは妥当か、プロジェクトはODA予算を使って実施することが適

切かなどを評価する。 

2. 有効性 

（Effectiveness） 

有効性は、想定された対象者・社会に対してプロジェクトの実施により便

益がもたらされるかを問う視点である。 

3. 効率性 

（Efficiency） 

効率性はリソース・投入が成果に転換されているかを問う視点で、主とし

てプロジェクト・コストと効果の関係に焦点をあてる。 

4. インパクト

（Impact） 

インパクトはプロジェクトの実施によって生じる、長期的な視点の効果を

問う視点で、直接的・間接的、正・負、想定された・想定されなかった効

果を含む。 

5. 持続性

（Sustainability） 

持続性は、プロジェクトによる効果が支援終了後も持続され得るかを問う

視点である。 

出所：「新JICA事業評価ガイドライン第1版」（2010年） 

 

なお、本終了時評価調査の評価枠組みである評価グリッドは、付属資料1のAnnex-2参照。 

 

１－５－２ 情報源 

既存の文献・各種報告書（事業進捗報告書、業務完了報告書、専門家報告書、活動実績資料

等）に加え、現地調査において、関係者への質問票調査、インタビュー調査を実施し必要な情

報・データの追加収集を行った。対象は、日本人専門家、NAVTTC、TEVTA、GCT R.R.（校長、

教員、学生）である。 
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第２章 実績並びに実施プロセス 
 

２－１ 投入 

終了時評価時点における日本・パキスタン国側双方の投入は以下のとおり。 

 

２－１－１ 日本側投入 

（1）日本人専門家：累計7名の長・短期専門家が、6つの職位に派遣され、合計162人/月の投入

となる。詳細は、付属資料1のAnnex-3参照。 

 

（2）研修員受入：TEVTA（6名）、GCT R.R.（12名）の累計18名が、本邦研修に参加した。詳

細は、付属資料1のAnnex-4参照。 

 

（3）機材供与：合計109,105,402.8 PKRs相当の機材が供与された。詳細は、付属資料1のAnnex-5

参照。 

 

（4）現地活動費：合計44,870,449.23 PKRsが支出された。詳細は、付属資料1のAnnex-6参照。 

 

２－１－２ パキスタン側投入 

（1）カウンターパート（C/P）：累計36名の主要C/Psが配置された。詳細は付属資料1のAnnex-7

参照。また、技術移転を目的とするC/Psとして各学科の教員が、機械35名（31名在職）、建

築12名（8名在職）が配置された5。学科別教員リストは付属資料3参照。 

（2）執務スペース：おおむね良好な状況の執務スペースが、専門家に提供された。 

（3）事業運営費：合計18,145,577 PKRsが、2009年1月から2013年9月（評価時点）の期間に、

TEVTAにより負担された。詳細は、付属資料1のAnnex-8参照。 

 

２－２ プロジェクトの達成度 

２－２－１ 成果（アウトプット） 

プロジェクト目標を達成するために、PDMには4つの成果（アウトプット）が設定されている。

PDM指標に基づく各成果の達成度は以下のとおり。 

成果1 
産業界のニーズを取り入れた技術教育が提供できるようGCT R.R.の組織体制が強

化される 

達成度 

成果1は、PDM指標に照らし達成と判断される。コンピュータ化されたデータが学校・

学科運営のために活用され（指標 1-1）、学校運営委員会（ Institute Management 

Committee：IMC）や学科別ワーキング・グループへ産業界等が参加した（指標1-2）。

また、産業界とのさまざまな連携活動や（指標1-3）、連携促進を目的とするワーキン

グ・グループ会合が開催された（指標1-4）。さらに、ニュースレターやウェブページ

を通じた広報活動も展開され（指標1-5）、すべてのPDM指標を達成した。 

 

                                                        
5 中間レビュー調査報告書において累計13名とあるが、12名に訂正。なお、ミニッツ署名後の9月末時点で臨時教員の追加採用

等があり、在籍職員は合計12名、累計16名となった。 
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指標1-1：コンピュータ化されたデータ（学生、教員、機材、就職情報等）が学校・学科運営の

ために活用される 

・達成済み 

機械学科・建築学科とも学生、教員、就職情報並びに授業時間割のデータはコンピュータ

化（エクセル）されて、毎年度更新され学校・学科運営に活用されている。就職支援室では

学内の全4学科を対象に学生、教員、就職情報のデータベース化を行った。機材についても、

両学科とも既存・新規すべての機材のデータベースを作成し、適切に管理されている。なお、

全校レベルの機材管理を担当しているインベントリー課では、紙ベースの台帳管理を行って

おり、コンピュータ化されたデータは学科レベルで管理されている。 

 

指標1-2：10社以上の主要企業が、GCTと産業界との連携促進を目的とするワーキング・グルー

プに参加する（機械・建築の各学科5社） 

・達成済み 

学校運営委員会（IMC）は、合計3回（2011年12月、2012年12月、2013年2月）開催され、機

械分野では5社が参加した。また、IMCのもとに組織された機械学科ワーキング・グループ会

合（2013年4月、9月の2回実施）では、8社が参加した。建築学科でも、3回のIMC並びに建築

学科ワーキング・グループ会合（2013年4月、9月）に、関連企業、行政、大学を含め5社以上

が参加した6。さまざまな活動に協力した企業等のリストは、付属資料1のAnnex-9参照。 

 

指標1-3：年間10回以上の企業との連携活動が実施される。（トレーナーの企業研修2回×2学科、

企業講師による講義4回×2学科、企業訪問2回×2学科、スキル・コンペティション/展示会2

回）（機械・建築の各学科5回） 

・達成済み 

本指標が設定された中間レビュー以降に、年間10回以上の企業との連携活動が実施された。

プロジェクト後半における実績は表２－１のとおり。 

 

表２－１ 企業との連携活動実績（中間レビュー以降） 

活動（PDM指標） 機械学科 建築学科 

1）トレーナーの企業研修 2回 2回 

2）企業講師による講義 5回 6回 

3）企業訪問 3回 3回 

4）スキル・コンペティション/制作展示会 2＋2回 2＋2回 

活動（PDM指標以外） 機械学科 建築学科 

5）インターンシップ 3回 3回 

6）キャリアデイ 2回 2回 

 

                                                        
6 パキスタンの建築業界では、アカデミア（大学）は需要かつ不可欠なmarket playersであり、業界とアカデミアが相互に関連し

ている。すなわち建築家協会や建築学会が主要建築家のサロン的な役割をもち、建築家がラホール工科大学（University of 

Engineering and Technology Lahore：UET）で講師をしていることも特徴である。 
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また、7）訓練ニーズ調査（Training Needs Assessment：TNA）（2009年）には、合計66社（機

械44社、建築22社）が協力し、8）カリキュラム改訂においても、企業は1年次にはテクニカ・

ワーキング・グループ（Technical Working Group：TWG）、2年・3年次にはカリキュラム改訂

委員会（Curriculum Revision committee：CRC）並びにカリキュラム評価委員会（Curriculum 

Evaluation Committee：CEC）のメンバーとして協力した。 

企業とのさまざまな連携活動一覧については付属資料1のAnnex-10参照。 

 

指標1-4：GCTと産業界との連携促進を目的とするワーキング・グループの四半期会合 

・達成済み/会合頻度は半年ごとが適切 

プロジェクト後半では、既存組織であるIMC会合が3回開催（2011年12月、2012年12月、2013

年2月）された。IMCには5企業がメンバーとして含まれている。IMCは学校全体のマネジメン

トを議論するものであることから、必ずしも産業界との連携促進に焦点をあてた議論とはな

らなかったため、IMCのもとに機械と建築分野のワーキング・グループを組織し、2013年4月

と9月に会合が開かれた（各学科2回で合計4回）。そこでは、インターンシップ、キャリアデ

イ、企業講師による講義、就職支援などさまざまな連携活動が議論された。なお、ワーキン

グ・グループの開催頻度は、企業側が多忙であるため四半期でなく年2回程度が望ましく、そ

の目的を達成するうえでも適切であるとのGCT R.R.の見解は妥当であり、本指標は達成と判

断される。 

 

指標1-5：広報活動 – プロジェクトのニュースレター（四半期）作成、定期的なGCTウェブペー

ジの更新 

・達成済み 

ニュースレターは、中間レビュー以降は四半期ごとペースで作成され、プロジェクト期間

中に合計9回発行された。主要配布先は、関連企業、TVET機関、大学、政府機関等で、郵送、

メール、手渡しにより配布された。印刷部数は、各号500～700部にのぼる。GCT R.R.のウェ

ブページは、2010年9月に開設され定期的に更新されている。アクセス数も順調に伸びており、

例えば、過去5カ月で37,000以上にのぼる。このほか、2010年以降、テレビ、新聞、道路沿い

の横断幕などが、建築学科女子学生受入れ促進のために活用されてきた。 

 

成果2 機械・建築コースの訓練マネジメントサイクルが強化される 

達成度 

成果2は、PDM指標に照らし達成と判断される。訓練マネジメントサイクル（Training 

Management Cycle：TMC）の全プロセスに沿って、訓練ニーズ調査を実施し（指標

2-1）、産業界ニーズに基づくカリキュラムを改訂し（指標2-2）、最終的に、機械・

建築両学科の改訂カリキュラムは、パンジャブ州並びに連邦レベルにおいて正式に

承認された。また、改訂カリキュラムによるパイロット・コース向けのマスター・

トレーナーも訓練され（指標2-3）、マスター・トレーナーによる教員訓練も行われ

た（指標2-4）。教材・試験問題も改訂され（指標2-5）、機材の据え付け並びに維持

管理活動も行われ（指標2-6）、パイロット・コースのモニタリング・評価（Monitoring 

& Evaluation：M&E）も実施された（指標2-7）。これらのすべてのプロセスはTMC

マニュアルとしてまとめられ（指標2-8）、すべてのPDM指標を達成した。 
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指標2-1：訓練ニーズ調査の実施 

・達成済み 

訓練ニーズ調査（TNA）はプロジェクト開始直後の2009年1月から4月にかけて、GCT R.R.

初の試みとして実施された。短期専門家の技術支援のもと、教員は調査枠組みを作成し、企

業・卒業生を訪問して情報・データを収集・分析し、報告書に取りまとめた。合計66社（機

械44社、建築22社）が本調査に協力し、調査結果は2009年4月から始まったDAEコースのカリ

キュラム改訂プロセスに反映された。 

 

指標2-2：産業界ニーズに基づくカリキュラムの改訂7 

・達成済み 

機械・建築学科とも、産業界ニーズに基づく3年間のDAEカリキュラム改訂を行い、それぞ

れTEVTAにより承認され（1年次2009年8月、2年次2010年8月、3年次2011年7～8月）、2009年9

月より順次3年間のパイロット・コースが実施され、2012年7月に終了した。改訂カリキュラ

ムは、最終的に2012年4月にNAVTTCにより連邦レベルでも承認され8、全国DAEコースにおけ

る統一カリキュラムと位置づけられた 

 

指標2-3：パイロット・コース向けに訓練されたマスター・トレーナー（15名） 

・達成済み 

機械・建築学科合計で、19名のマスター・トレーナーが訓練された。機械学科では、新た

に改訂された10科目をカバーするために、10名のトレーナーが必要とされているところ、こ

れまで合計10名のマスター・トレーナーが11回の教員訓練（Training of Teachers/Training of 

Trainers：TOT）を通じて訓練され、さらに5名が現在訓練中である。建築学科では、5名のマ

スター・トレーナーが必要であるところ、合計9名がTOTを通じて科目別のマスター・トレー

ナーとして訓練された。建築学科の教員は、基本的に全科目を教えることができるが、各教

員はおのおの専門分野をもっており、（例えば、ラホール工科大学（University of Engineering and 

Technology：UET）の建築技術学科、土木学科を卒業した教員は土木が強い等）教員の専門分

野に応じて、科目別マスター・トレーナーが育成された。 

 

指標2-4：マスター・トレーナーにより訓練された教員 

・達成済み 

機械学科では、特に新科目であるAutoCAD、3D CAD並びにCNCについて、3名のマスター・

トレーナーが校内教員を対象に訓練を行った。研修は、個人を対象としたストラクチャーの

ある小規模な校内研修である。その他のマスター・トレーナーも、徐々に研修を実施し始め

ている。建築学科では、科目別マスター・トレーナーが、他の教員を対象に模擬授業などさ

                                                        
7 カリキュラム改訂作業の概要は以下のとおり。実際に教科を担当しているGCT R.R. 教員による改定ドラフト作成（専門家指

導）→GCT R.R.により設立されたTWGによる修正（1年次改定）、TEVTAカリキュラム改定副委員会（CRC－サブコミッティ）

メンバーによる修正（2，3年次改定）→TEVTAカリキュラム改定委員会（CRC）による修正（2、3年次改定）→TEVTAカリ

キュラム評価委員会（CEC）による評価・修正（1、2、3年次改定共通）→TEVTAカリキュラムセクションによる仮承認→カ

レッジにおけるパイロット授業開始。 
8 まず、NAVTTC主催により、2012年2月にラホールにおいて、4学科（機械、建築、土木、電子機器）のカリキュラムの承認が

なされた。 
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まざまな方法を通じて訓練を行った（相互に教えあう形）。改訂カリキュラムにおける新たな

技術としては、CAD系の新規、測量の新規機材などがある。 

 

指標2-5：教材並びに試験問題の改訂 

・達成済み 

教材については、機械・建築学科とも改訂カリキュラムに基づき作成された。教材リスト

は付属資料1のAnnex-12参照。 

試験問題については、修了試験はパンジャブ州内の全DAE校の統一試験として、TEVTA内

にあるPunjab Board of Technical Education（PBTE）で一括管理・実施されるもので、同組織の

下、改訂カリキュラムに基づく試験問題が作成され、試験が実施された。 

 

指標2-6：機材の据え付け並びに維持管理活動 

・達成済み 

機械・建築学科とも、改訂カリキュラムに必要な機材が設置され、適切に維持管理されて

いる。機械学科の主な機材は、コンピュータ、ソフトウェア、溶接機、プラズマ裁断機、測

定具、マシニングセンター、ターニングセンター、バンドソーである。必要な実習資材は毎

年見積もられ、本プロジェクト開始前の既存機材も含めて、機材の台帳及びメンテナンスマ

ニュアルも作成し、維持管理台帳も定期的に大学により更新されている。また、機械学科の

全14ワークショップの安全衛生マニュアルも作成済みである。建築学科の主な機材は、測量

機材、コンピュータ、ソフトウェア（Auto CAD、3D MAX、Photoshop）、製図台、コンクリー

ト実験機材などである。コンピュータと測量機材の維持管理マニュアルも作成されている。

また、特定の教員を維持管理の担当に充てている。 

 

指標2-7：パイロット・コースのモニタリング・評価が実施される 

・達成済み 

パイロット・コースのモニタリング・評価（M&E）調査は、毎年（2010年8月、2011年7月、

2012年6月）、生徒と教員を対象として実施された。 主にカリキュラム内容、機材の妥当性、

教材の充実度、教員の資質について調査した。当初、調査はあまりシステマティックなもの

でなく、評価目的・実施工程など関係者間での意思疎通が十分でない状況で試行されたが、

2012年6月には、全3年間のDAEパイロット・コース全体について生徒を対象に適切に最終調

査を行った。雇用者や改訂カリキュラム第1期卒業生（パスアウト）9を対象とした調査も、2013

年3月に実施した10。 

 

                                                        
9 改訂カリキュラムによる第1期卒業生は、2009年度入学、2012年度卒業。なお、DAEコースの場合、卒業生はパスアウト（Pass 

Out）と呼ばれる。 
10 雇用者調査は、機械学科は64社（改訂カリキュラム第1期生を雇用）、建築学科は27社（改訂カリキュラム第1期生雇用15社と

各種連携活動協力会社12社）を対象に実施。卒業生調査は、機械学科は96名（改訂カリキュラム第1期生で就職済み）、建築

学科は15名（改訂カリキュラム第1期生で就職しており、かつ、連絡先の分かる者）を対象に実施。 
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指標2-8：訓練マネジメントサイクル（TMC）のマニュアル作成 

・達成済み 

訓練マネジメントサイクル（TMC）のマニュアルは、チーフアドバイザーによりGCT R.R.

並びにTMCの責任を負うTEVTAを対象として作成された。マニュアルには、訓練ニーズ調査、

カリキュラム改訂、機材据え付け、教員訓練（TOT）、教材作成、パイロット・コース実施、

機材維持管理、モニタリング・評価（M&E）といった一連の訓練マネジメントサイクルを網

羅している。終了時評価調査時点において第3版が完成しており、最終版は2013年10月に最新

データを盛り込んで作成される予定である。 

 

成果3 GCT R.R.の就職支援体制が強化される 

達成度 

成果3は、PDM指標に照らし機械学科は達成済み、建築学科は達成に向けて一部継続的

な活動が必要であるが、プロジェクト終了までには達成見込みであることから、全般的

にはおおむね達成と判断される。就職情報、インターンシップ、雇用機会に係る情報は

両学科ともコンピュータ化され（指標3-1）、就職支援室並びに各学科によって管理運用

されている。キャリアカウンセリングの実施（指標3-2）並びに就職支援に対する卒業

生満足度調査（指標3-3）及び雇用者満足度調査（指標3-4）結果について、機械学科は

達成済み、建築学科は一部今後の実施が予定されている。なお、機械分野と建築分野の

雇用動向は異なっており、建築分野に適した就職支援のあり方を検討する必要がある。

 

指標3-1：就職情報、インターンシップ、雇用機会に係る情報のコンピュータ化 

・達成済み 

就職支援室が2011年5月に設立され、就職情報、インターンシップ、雇用機会に係る情報の

データベースを作成し、2010年以降のデータがコンピュータ化された。就職情報とインター

ンシップのデータは、就職支援室と各学科の連携のもと作成・定期的な更新がなされている。

機械学科では、ラホール近郊の自動車部品製造業、プラスティック産業、繊維産業といった

機械関連企業を中心に、約500 社以上の企業情報に関するデータベースを作成した。この情

報を基に卒業生の求人状況改善のためのマーケッティング活動を行っている。建築学科でも、

2012年末に建築企業リスト（約250社）を就職支援室に提供した。 

なお、機械・建築学科とも改訂カリキュラム第1期卒業生の追跡調査を定期的に実施し、就

職動向も把握しており、情報は、付属資料4参照。 

 

指標3-2：70％以上の学生がキャリアカウンセリングを利用する 

・機械学科で達成済み/建築学科はプロジェクト終了までに達成の見込み 

機械学科学生に対し、就職支援担当教員によりキャリアカウンセリングが実施された。2012

年4月には、機械学科3年生の76％（全272名のうち207名）が、2013年4月には3年生の84％（全

325名のうち272名）が、キャリアカウンセリングを受けた。建築学科については、プロジェ

クト終了までの今後数カ月の間に、就職支援室が実施する予定である11。建築学科では、これ

までは教員によりキャリアカウンセリングが一般的であった。 

                                                        
11 終了時評価調査後、建築学科の学生を対象として、2013年10月2日以降より履歴書作成、インタビュースキルの集団指導の後、

個別キャリアカウンセリング実施の日程が学科長を通じて正式に告示された。 
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指標3-3：70％以上の学生が就職支援に満足する 

・機械学科で達成済み/建築学科は未達成 

機械学科では、2013年3月に改訂カリキュラム第1期卒業生（2012年度卒業）を対象として

実施した調査において、92％（回答64名のうち60名）が、就職支援に満足していると回答し

ている。建築学科については、2013年3月に同卒業生調査を実施したものの、本指標に対応す

る適切な質問が含まれていなかった。また、学生の就職支援室に対する認知度も十分ではな

く、就職支援室はまだあまり活用されていない。建築分野の情報は、現時点ではあまりカバ

ーされていないことに加え、官民両セクターや小規模な個人事務所などを雇用市場とする建

築分野の特性から、教員による支援が主体であった。今後は、このような状況に沿って、就

職支援室による適切でシステマティックな支援方法について検討する必要がある。 

 

指標3-4：70％以上の雇用主が就職支援に満足する 

・機械学科で達成済み/建築学科は達成見込み 

機械学科は、雇用者満足度調査（2013年3月）において、96％（回答47企業のうち45企業）

がGCT R.R.の就職支援に満足していると回答した。建築学科でも、2013年3月に同調査を実施

したが、機械分野とは異なる雇用トレンドであることから、データは収集されたものの回答

数は10社と少ないうえ、本指標に対応する適切な質問が含まれていなかった。2013年9月末か

ら追加調査を行う予定としており、卒業生の就職率も3月時点に比べて高くなっていることか

ら、より多くの回答が期待できるとともに、正確な雇用者満足度が把握される見込みである。 

 

成果4 
GCT R.R. がプロジェクトで得た経験・知見が、GCT R.R.内の他のコースや他の

TVET機関（機械・建築）に周知される 

達成度 

成果4は、PDM指標に照らし達成と判断される。普及セミナーの開催（指標4-1）、パ

ンジャブ州内他GCT校の参加率（指標4-2）並びに参加者の理解度（指標4-3）は機械・

建築とも達成されている。 

 

指標4-1：2回以上のセミナーを開催する 

・達成済み 

建築学科は、パンジャブ州内の9校の土木学科を招き、2013年9月16日にセミナーを開催し

た。州内で建築学科のあるGCTは本校のみであることから、カリキュラムの一部に共通性の

ある土木学科で、かつ、比較的地方の大都市で建築系の産業のバックグラウンドがあると予

想される地域の学校を対象とした。機械学科でも、州内全18校の機械学科とGCT R.R.校内の

他学科を招いて、2013年9月17日にセミナーを開催した。 

 

指標4-2：70％以上のパンジャブ州のDAE校（機械、建築）が、セミナーに参加する 

・達成済み 

機械学科では、招待した全18校の機械学科のうち94％（17校）が参加した。建築学科でも、

9校の土木学科のうち67％（6校）が参加し、ほぼ目標値である70％を達成と判断される。 
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指標4-3：70％以上の参加者がセミナーの内容を理解する 

・達成済み 

参加者（校長、学科長、教員等）に対して実施したアンケート調査結果は、本終了時評価

実施後に集計され、機械学科100％（20名中20名）、建築学科100％（10名中10名）が、セミナ

ー内容を理解したと回答した。 

 

２－２－２ プロジェクト目標 

PDM指標に基づくプロジェクト目標の達成度は以下のとおり。 
プロジェクト 

目標 
GCT R.R.が、機械・建築分野のCoEとして、産業界のニーズを踏まえた技術教
育を提供できる機関となる 

達成度 

プロジェクト目標は、雇用者満足度（指標1）、卒業生満足度（指標2）並びに修了
試験結果の改善状況（指標3）から構成されるPDM指標に照らして、達成見込みと
判断される。建築学科については、さらに多くの回答に基づく雇用者満足度を測
るために、追加調査が予定されている。 

 

指標1：70％以上の企業が、改訂カリキュラム導入後の卒業生の方が、以前の卒業生よりもパフ

ォーマンスが高いと評価する 

・機械学科で達成済み/建築学科はプロジェクト終了までに達成の見込み 

機械学科では、雇用者調査（2013年3月）において、72％（回答47社中34社）の企業が、改

訂カリキュラム導入後の卒業生の方がそれ以前の卒業生よりもパフォーマンスが高いと評価

した（非常に良い、良い、満足の合計）。訓練ニーズ調査（2009年）では、「不満足」と回答

した割合が77％にものぼっていたことと比較し、大幅な改善を示している。 

 

表２－２ 雇用者満足度調査結果：機械学科 

質問：改訂カリキュラム導入後のGCT R.R.機械学科DAEコース卒業生（パスアウト）のパフォ
ーマンスは、それ以前の卒業生と比較してどのように評価しますか？ 
 非常に良い 良い 満足 不満足 回答無 合計 
企業数（件） 8 19 7 0 13 47 

割合（％） 
17 40 15 

0 28 100 
72％ 

注：改訂カリキュラム導入前と以後の卒業生を雇用する全64社を対象に質問票調査が実施され、47社から回答が

あった。質問票の返送数は全47社であるが、「回答無」は本質問に対する回答がなかったもの。なお、「不満

足（Not satisfied）」と回答した企業はゼロであった。 
出所：M&E調査（2013年3月） 

 

建築学科については、雇用者調査（2013年3月）において、80％（回答10社中8社）の企業

が、改訂カリキュラム導入後の卒業生のパフォーマンスに対して満足していると評価したが、

改訂カリキュラム導入後の卒業生と、それ以前の卒業生とを比較した質問ではない。これは、

小規模な会社では事前、事後両方の卒業生を雇用しているわけではなく、比較をすることが

できないためである12。 

                                                        
12 本調査を実施した時点では卒業生87名中26名以上の就職が確認されたが、コンタクトのとれる卒業生は15名であった。よっ

て、最終的に27社、15名の卒業生を対象に調査が行われたものである。雇用者の回答数は限定されるものの、建築学科卒業

生の主な雇用先は設計・建設会社を筆頭に、設計事務所や小企業（従業員30人未満）の民間企業を主な雇用市場とする建築

学科の雇用動向を反映していると判断される。 
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表２－３ 雇用者満足度調査結果：建築学科 

質問：改訂カリキュラム導入後のGCT R.R.建築学科DAEコース卒業生（パスアウト）のパフォ

ーマンスをどのように評価しますか？ 

 非常に良い 良い 満足 平均的 良くない 回答無 合計 

企業数（件） 3 1 4 1 0 1 10 

割合（％） 
30 10 40 10 0 10 

100 
80 20 

注：質問票は2012年卒業生を雇用する15社に加え、インターンシップや各種連携活動を通じて改定カリキュラム

で学んだ学生に対する知識のある12社の合計27社を対象に実施され、10社から回答があったもの。 
出所：M&E調査（2013年3月） 

 

建築学科では、定期的に改訂カリキュラム第1期卒業生の追跡調査を実施しており、2013年

3月時点の就職率は30％であったが、同8月には53％と増加している。より多くの就職先を対

象とし、9月末に追加調査の実施を予定している。 

 

指標2：70％以上の卒業生が、産業界ニーズを取り入れたDAEコースの内容に満足する 

・達成済み 

機械学科では、卒業生調査（2013年3月）において、95％（回答64名中63名）の卒業生が、

産業界ニーズを取り入れたDAEコースの内容に満足すると評価した。 

 

表２－４ 卒業生調査：機械学科 

質問：GCT R.R.の機械学科DAEコースに満足していますか？  

満足度 Yes No 記載無  

回答卒業

生数 

61 2 1 

割合（％） 95 3 2 

Yesの場合

の理由 

1．教員 

資格 

2．良好な

機材・機

械 

3．更新さ

れたカリ

キュラム

4．新しい

教材 

5．学校環

境 

6．他  

回答卒業

生数 

47 21 44 50 5 - 

割合（％） 73 33 69 78 8 - 

Noの場合

の理由 

1．教員 

不足 

2．機材 

不足 

3．授業時

間不足 

4．古いカリ

キュラム

5．教材 

不足 

6．不適切

な指導法 

7．学校 

環境 

8．他 

回答卒業

生数 

- - - - 1 - - - 

割合（％） - - - - 2 - - - 
注：調査時点で就職していた全96名の改訂カリキュラム第1期卒業生を対象に実施され、合計64名の回答があった。 
出所：M&E調査（2013年3月） 
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建築学科では、改訂カリキュラム第1期生の卒業生に対する電話調査（2013年8月）におい

て、カリキュラムについては95％、機材については100％の卒業生が満足すると評価した13。 

 

表２－５ 卒業生調査：建築学科 

建築学科DAEコースの満足度 

 カリキュラム 機材 

満足  19（95％） 20（100％）

不満足 1（5％） 0（0％）

合計 20（100％） 20（100％）

注：電話調査は改訂カリキュラム第1期の卒業生のうち、 
20名をサンプルとして実施された。 

出所：電話調査結果（2013年8月） 

 

指標3：機械・建築学科学生の修了試験合格率の改善 

・達成済み 

2009～2012年の合格率を比較したところ、両学科とも全般的には、カリキュラムの改訂が

行われた後の方が、それ以前よりも試験の合格率が約20～30ポイント上昇している。機械学

科では、修了試験の合格率は明確に改善しており、建築学科では、一部極端に低くなった年

次（2011年の37％、2012年の40％）があるが、一般科目（英語、数学等）の合格率の低さが

全体の合格率を下げている原因であり、建築の専門科目に限ると80～90％以上が合格してい

ることから、修了試験結果は改善したと判断される。また、終了時評価調査後に公表された

2013年度3年生（改訂カリキュラム第2期生）の修了試験結果は、機械学科、建築学科ともそ

れぞれ92％、82％と大幅な改善を示した。 

 

表２－６ 修了試験合格率：機械学科 

試験実施年 
1年次 2年次 3年次 

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 

2009 142/389 37 194/521 37 197/347 57 

2010 197/289 68 144/351 41 254/565 45 

2011 247/334 74 168/270 62 167/344 49 

2012 121/165 73 241/320 75 203/279 73 

2013 今後公表予定 278/302 92 

 

                                                        
13 なお、建築学科でも、卒業生調査（2013年3月）を実施しており、53%（15名のうち8名）の第1期卒業がDAEコースに満足

していると回答した。これは、調査時点で就職していた卒業生27名中、連絡先の判明した15名を対象に実施されたもので、「不

満足」と回答した7名全員が「教員不足」を理由に挙げている。調査団としては、本調査結果を参考としつつも、その後より

多くのサンプル（20名）に対して実施された電話調査結果をもって、達成済みと判断した。 
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表２－７ 修了試験合格率：建築学科 

試験実施年 
1年次 2年次 3年次 

人数 ％ 人数 ％ 人数 ％ 

2009 29/92 32 44/97 45 28/61 46 

2010 48/104 46 48/86 56 62/103 60 

2011 55/100 55 34/92 37 55/80 69 

2012 36/88 40 59/96 62 64/85 75 

2013 今後公表予定 70/85 82 
注：太字の数値が、改訂カリキュラムで学んだ学生の結果を表す。なお、試験は年度末に実

施されるが、再試験制度もあることから最終的な合格者数・率は必ずしも上記の限りで

はない。また、2011年度は午後部の学生受入れ中止のため、2012年実施の1年次の学生数

は少ない。 
出所：GCT R.R. 

 

２－２－３ 上位目標 

PDM指標に基づく上位目標の達成度は以下のとおり。 

上位目標 産業界のニーズを踏まえた技術教育を提供するためにプロジェクトの知見が、パ

ンジャブ州内の他校（機械、建築）に適用される 

達成度 

（見込み） 

上位目標は、プロジェクト終了後3～5年程度で達成することをめざす目標であるが、

工業系ディプロマコースのカリキュラムは、制度上、州統一カリキュラムであり、機

械学科の改訂カリキュラムは、パンジャブ州の機械学科のある全GCT校（本校を含み

全19校）で既に採用され、建築学科の改訂カリキュラムも一部の学校（私立校等）で

採用されているなど、プロジェクトの成果が州内に展開される方向にあり、上位目標

は達成される見通しといえる。しかし、教員訓練やカリキュラムに沿した実験室・機

材など、改訂カリキュラムの適切な導入・実施に向けた十分な支援が必要である。 

 

指標1：70％以上のパンジャブ州のDAE校（機械、建築）にプロジェクトのアプローチが導入さ

れる（アプローチ：成果1～4） 

・機械学科の改訂カリキュラム普及は既に進展しているが、適切な導入・実施に向けた十分

な支援が必要 

DAEコースのカリキュラムは、制度上、州統一カリキュラムであり、機械学科の改訂カリ

キュラムは、パンジャブ州の機械学科のある全GCT校（本校を含み全19校）で既に採用され、

教材も一部配布された。建築学科の改訂カリキュラムも、州内の私立校で採用されている（州

内のGCT校のうち建築学科は本校のみに設置）。 

ただし、改訂カリキュラムの導入には、教員訓練やカリキュラムに沿った実験室・機材など

さまざまなインプットが必要であるが、まだ十分に対応されていない。機械学科では、対応

策の1つとしてシュミレーションプログラムを作成している。建築学科の場合、土木学科との

併設校であれば、土木系科目教員や土木系科目機材（測量、製図台、コンクリート実習機器、

CAD用パソコン）等はある程度土木学科の既存のもので対応でき、実質的な導入は可能と判

断される。いずれにしても、具体的なアクションと予算も含めた普及計画を策定する立場に

あるTEVTAにより、他校のカリキュラム導入・実施の現状については調査する必要がある。 
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２－３ 実施プロセス 

２－３－１ 活動の進捗 

プロジェクト活動はPDMに沿って、必要な調整が行われておおむね計画どおり実施された。

詳細は現行の活動計画（Plan of Operation：PO）参照（付属資料1のAnnex-13）。プロジェクト終

了までの残りの2.5カ月間には、各成果の全般的な持続性の確保を念頭に、いくつかの加速また

は注意深く実施されるべき具体的な活動については、提言の項で後述する。 

なお、特に調整を必要とした活動は、パキスタンの教育制度に沿ったカリキュラム改訂体制

の構築であった。これは、プロジェクトの計画時点では、①カリキュラム改訂におけるTEVTA

の役割（改訂はGCT校レベルの事項ではないこと）、②改訂カリキュラムの位置づけ（全国統一

カリキュラムに相当すること）については、プロジェクト・デザインのなかで明確にされてい

なかったことに起因する。1年次には、GCT R.R.により設立されたカリキュラム改定のためのワ

ーキング・グループ（TWG）と専門家との協働により改定作業が進められたが、本来、カリキ

ュラム改訂は、TEVTAのなかにあるカリキュラム・セクションの専権事項であることから、2年・

3年次カリキュラム改定にあたっては、カリキュラム・セクションを管轄するTEVTAのGeneral 

Manager of Academicsと協議を重ね、TEVTAカリキュラム改定委員会（CRC）等の設立に密接に

かかわり、TEVTA主導の体制となった14。また、パキスタンの教育制度において技術教育3年デ

ィプロマのカリキュラムは全国統一されている。各州は試験的にカリキュラム改定を実施でき

る権利を有するが、全国レビューを経て全国統一カリキュラムとなることが求められており、

連邦レベルのNAVTTCがその役割を負っている。したがって、実施過程において、これらパキス

タン側の制度に沿った体制を整えて、カリキュラム改訂を行った。 

また、このほかにも、当初計画時の想定と異なった点は、③試験は学校単位でなくTEVTAの

州統一試験であったこと、④教材は公的機関で作成されていると考えたが、個々の教員が作成

するという制度であり不統一、未整備であったことなどが挙げられる。 

さらに、プロジェクトの成果2にあるTMCマニュアルは、計画時には「GCT Railway が継続的

に訓練マネジメントサイクルを回していくための仕組みを整える」〔事前調査報告書（2009年）〕

ことを念頭に整備することを想定していたが、訓練マネジメントサイクルの一義的な責任・担

当機関はTEVTAである。したがって、⑤TMCマニュアルの主要ユーザーとしてTEVTAが位置づ

けられることに留意してまとめる必要があったことも指摘される。 

以上のとおり、計画時点と実施時点での齟齬は見られたものの、いずれも調整されてパキス

タン側の制度に沿って進められた。 

 

２－３－２ 技術移転 

全般的に、技術移転の方法、内容、レベルは、改訂カリキュラムに基づきDAEコースを自立

して実施できるという観点から適切に行われた。特筆すべき点として、訓練ニーズ調査やM&E

調査を実施する際のC/Pの主体的関与があり、C/Pにとってよい学びの機会となったことが挙げ

られる。他方、TMCマニュアルについては、現時点ではC/Pによって認知度が異なるが、TMC

                                                        
14 TEVTAのカリキュラム・セクションは、従来独自の専門家（Subject Specialist）集団を有しておらず、DAEコースのカリキュ

ラム改定にあたっては、協力大学（4年制大学工学部）の教授をカリキュラム改定委員会及びカリキュラム評価委員会の中心

メンバーとしており、各コミッティには産業界代表も含まれている。また、各州で試験的に改訂・暫定承認できるのは技術

科目に限られており、英語、応用数学・物理・化学等の科目はスコープ外となる。 
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マニュアルは成果2の集大成に相当することから、周知の徹底が望まれる。また、建築学科のい

くつかのソフトウェアの更新業務についても、C/Pへの委譲を促進する必要がある。 

 

２－３－３ プロジェクト・マネジメント 

（1）意思決定過程 

GCT R.R.のマネジメント上の意思決定は、TEVTAの意思決定メカニズムと密接に関連し

ている。特にプロジェクト初期の段階では、PDやPMといったマネジメントレベルのC/Pの

頻繁な交代と相まって、教室割当、施設改修や教員配置などの承認には時間を要した。し

かし、中間レビュー調査時での提言に基づき、TEVTAのマネジメントレベルとの定期的な

会合をもつ体制が確立された。2012年6月以降、GM-Operationsを議長とし、TEVTA側関係

者、校長（PM）並びにJICA専門家チームの参加のもと月例会議が行われてきた。これによ

り、コミュニケーションが促進され、意思決定も迅速なものとなった。 

JCCについては、中間レビュー時で提言したものの、その後も開催されることがなく、結

果、プロジェクト期間中に、中間レビュー時と本終了時評価時の2回のみの開催となった。

R/Dでは、NAVTTCにより毎年開催されることが規定されている。これに関し、以下2つの

側面から述べる。 

 

1）JCCの議長職 

本プロジェクトにおけるNAVTTCの最も重要な役割は、改訂カリキュラムの承認である

が、3年間のDAEカリキュラム改訂が修了した段階で、2012年4月に無事承認が行われた。

また、留意すべき点として2010年4月に下院を通過した第18次憲法修正の施行において教

育の地方分権化が実施されたことも、NAVTTCの本プロジェクトへの関与が形成時に想定

されたほどではなかった要因として挙げられる15。 

2）JCCの機能 

JCCに代わり、既述のGM-Operationsによる月例会議が、プロジェクトの進捗や課題を

話し合う場として機能してきた。加えて、チーフアドバイザーが定期的にNAVTTCを訪問

し、情報共有を行ってきた。 

 

（2）コミュニケーション 

C/P、JICA専門家チーム、JICAパキスタン事務所・本部のプロジェクト関係者間のコミュ

ニケーションは、全般的に円滑であり良好であった。特に、中間レビュー以降は、専門家

                                                        
15 この点について、チーフアドバイサー専門家により、プロジェクト前半については、「1）連邦政府NAVTECは各州と各ドナ

ーの間の調整機関であり、プロジェクト実施機関はプロジェクトサイトであるGCT R.R.の上位機関であるパンジャブ州

TEVTAであり、この上位機関とは現在まで一体となって活動を展開してきている、2）教育地方分権を含む第18次憲法修正が

2010年4月下院を通過、技術教育に関するすべての権限がパンジャブ州に移管されるのか、一部連邦政府に残るのか（連邦統

一カリキュラムかパンジャブ州統一カリキュラムか）でNAVTECとパンジャブ州TEVTAで解釈が統一されておらず、ある種

の対立関係にあった、3）NAVTECは2005年に設立された新しい機関であり、訪問するたびに担当者が代わっており（内部で

十分な引継がなされていないようであった）安定した組織とは判断されなかった」（「専門家業務完了報告書、2011年」）とい

った背景があったことが指摘されている。 

後半についても、首相府に属していたNAVTECは、教育の地方分権化の流れのなかで組織存続が危ぶまれたものの、2011

年にNAVTTCとして職業・技術訓練省の一機関となった。州間調整機能は残したものの、職員は契約ベースであり異動も多

い状態が続いていることが報告されている。 
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チームの週例会議が定期的にもたれ、コミュニケーションの促進が図られた。 

JICA専門家とC/P間のコミュニケーションについて、GCT R.R.とは、GM-Operationsの月

例会議に校長も参加し、良好であった。これは今後も継続が望まれる。学科レベルでも、

31名もの教員を擁する機械学科では定期的に会議がもたれ、参加していない教員も含め全

員に対して議事録を共有している。教員数8名の建築学科では、必要に応じて開かれており、

課題の多かったプロジェクト初期に比べるとその頻度は減っている。TEVTAとは、良好な

コミュニケーションのツールとして有効なGM-Operations会議のほか、必要に応じて会議を

行っている。例えば、チーフアドバイザーのTEVTA訪問は、平均すると週2～3回にのぼる。

GM-OperationsもイスラマバードのJICAパキスタン事務所を数回訪問している。NAVTTCと

は、イスラマバードの本部をチーフアドバイザーが定期的に訪問していることに加え、ラ

ホールでもドイツ国際協力公社（Deutsche Gesellschaft für Internationale Zusammenarbeit：GIZ）

支援によりNAVTTC主催で開催された会合に、プロジェクト後半は認証評価（アクレディテ

ーション）関係を含み、3回参加している。 

C/P間のコミュニケーションは、中間レビュー時に指摘されたGCT R.R.とTEVTA間のギャ

ップについては改善した。TEVTAとNAVTTCのギャップについては特段の変化はないが、

それぞれの機関の役割に応じて必要なコミュニケーションが維持されている。 

他援助機関とは、チーフアドバイザーがイスラマバードのGIZ、国連工業開発機関（United 

Nations Industrial Development Organization：UNIDO）、世界銀行や、ラホールのブリティッ

シュ・カウンシルなどを訪問し、情報交換を行っている。 

 

２－３－４ オーナーシップ 

（1）カウンターパート（C/P）の認識・参加度合い 

全般的に、C/PであるGCT R.R.の校長及び教員は本プロジェクトを十分に理解し、積極的

かつ主体的に関与した。TEVTAも、プロジェクト活動の実施に必要なサポートを可能な限

り行った。教育の質向上をめざし、学生受入れ方針（午後コースの入学基準を従来の「応

募順入学許可」から2009年度より「成績順入学許可」を導入）、教員採用方針（学士、人員

増加、特別手当の支給等）、教員配置方針（プロジェクトで訓練された教員の異動制限に対

する特別な配慮）といった方策をとってきた。建築学科で現在不足している教員の採用に

関しては、選挙の影響により、現在パンジャブ州の全機関に対し新規教員採用禁止令が適

用されているが、その解除を州政府に要請しているところである16。NAVTTCは、連邦レベ

ルの調整機関であるため、本プロジェクトへの関与は他のカウンターパート機関とは異な

る。 

 

（2）カウンターパート（C/P）配置と予算措置 

C/Pの配置については、次の2点を除き、質、量、タイミングにおいて適切であった。適

切でなかった2点とは、①プロジェクトの前半はPDやPMが頻繁に交代したこと（PDは現在

4代目、PMは5代目）、②建築学科における教員不足、である。中間レビュー時で指摘された

                                                        
16 昨年、TEVTAにより3名の教員が雇用されたものの2名はすぐに退職し、現在は選挙の影響による新規教員雇用が停止されて

いることが、教員配置遅延の理由である。 
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教員の年齢構成（年齢の高い教員が多い）の問題については、現在、シニアと若手教員が

ミックスされて改善傾向にあるが、持続性の観点から今後も更なる改善が期待される。 

予算措置については、投入の項でも記載したとおり、TEVTAは校長の要請に応じ、必要

な費用を支出してきた。パキスタン側により支出された主な項目は、改修、修理、ラボの

新設、変圧器の据付等であり、詳細は付属資料1のAnnex-8参照。 
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第３章 評価5項目による評価結果 
 

３－１ 妥当性 

妥当性は「高い」と判断され、理由は以下のとおり。 

 

（1）必要性/ニーズとの整合性 

プロジェクトはパキスタン国並びにパンジャブ州の中堅技術者養成ニーズ合致している。

このニーズは、2008年に本プロジェクトが形成されて以来、特段の変化はない。近年の経済

情勢は必ずしも順風ではないが、大きな影響はない。 

プロジェクトは、各ターゲット・グループのニーズにも合致している。GCT R.R.はCoEとな

るべく強化を行う必要性があり、TEVTAとNAVTTCは、本校を含む全8校を対象に試行ベース

で実施されているCoEプログラムの一環として選定したGCT R.R.の2学科をCoEへと強化する

必要がある17。パンジャブ州の産業界では、産業界ニーズを取り入れたカリキュラムにより訓

練された技術人材を必要としており、学生にとっても改訂カリキュラムによるコースを卒業

して、雇用可能性を広げる必要がある。このニーズも、2008年に本プロジェクトが形成され

て以来、特段の変化はない。 

 

（2）優先度/政策との整合性 

プロジェクトは、パキスタンの政策と合致している。産業・雇用政策である“Vision 2030”

や、TVET政策である“National Skilling Strategy（NSS）2009-2013”〔TVETセクター再構築戦

略（Skilling Pakistan）2008-2012が後にNSSとなったもので内容は同じ〕は、いずれも現行政

策としての位置づけに変更はない18。NSSでは、「目標1：産業・経済発展に求められる技能の

提供（Providing relevant skills for industrial & economic development）」「目標2：アクセス、公平

性、雇用可能性の向上（Improving access, equity and employability）」「目標3：訓練の質の確保

（Assuring quality）」といった3つの目標達成に向けて20の改革を提唱している。「特定産業分

野におけるCoEの設置（Establishing Industry Specific Centres of Excellence）」もその1つで、目

標1に対応し、NAVTTCとTEVTAが協力してCoEプログラムを進めることが記載されている。

また、パンジャブ州のTEVT政策はNSSに整合したものであり、国家政策に基づき州政府とパ

ンジャブ州TEVTAが政策の実践を行っている。 

プロジェクトは、日本のODA政策とも整合している。パキスタン国別援助方針（2012年）

において、CoE能力強化を通じたTVETセクター支援は、3本柱からなる重点分野の1つである

「人間の安全保障の確保と社会基盤の改善」のもとに位置づけられ、「特に雇用機会の創出に

つながる技術教育分野への支援を行うことにより、経済成長の中核を担う中間所得層を育成

                                                        
17 8校は以下のとおり。1. Govt. College of Technology, Multan、2. Institute of Tourism and Hotel Management, Lahore, 3. GCT 

Nowshehra, 4. Govt. Polytechnic Institute for Women, Karimabad, Karachi, 5. Pakistan Institute of Tourism and  Hotel Management, 

Karachi, 6. Hazara University, 7. Govt. Advance Technical Training Institute, Peshawar, 8. GCT Railway Road Lahore。NAVTTCによる

と、8校のうちNAVTTCがモニタリングしているのは7.のペシャワール校のみで、他の学校における進捗状況は把握していな

いとの回答であった。なお、CoEプログラムについては、NAVTTCのウェブサイトに詳しい。 

（http://www.navttc.org/index.php/work-in-progress/centres-of-excellence） 
18 NAVTTCによると、GIZがコンサルタントを傭上して、現行NSSのレビュー並びにNSSの実質的な実践計画を策定中。NAVTTC

本部ではさまざまなブレインストーミングが行われており、報告書も作成予定とのことである。 
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する。」と明記されている。同事業展開計画でも、「TVETセクターについては、現場レベルの

技術支援における日本の強みを生かし、当面はモデル校（CoE）における実践的な改善に注力

した上で、将来的にモデル校における成果の横展開を検討する」と、記載されている。 

 

（3）アプローチの適切性 

4つの成果達成を通じ、CoEとしてGCT R.R.の機械学科と建築学科の強化を行った本プロジ

ェクトの戦略は全般的に適切であり、以下の点でも適切であった。 

1）対象校の選定 

中間レビューでも確認されたとおり、狭い敷地や施設の老朽化といった物理的な問題は

あったものの、長い歴史をもち、豊富な教員を擁し、地理的にも中心部に位置することか

らアクセスが良いという利点の方が勝り、結果的に対象校として適切であった。また、本

プロジェクトでも、その欠点を補うべく施設のアップグレードに貢献しており、終了時評

価時点でも対象校の選定は適切であったと判断される。 

2）対象学科の選定 

NSSにあるとおり、CoEプログラムの候補校としてNAVTTCとTEVTAの調整により本校の

機械学科と建築学科がJICA支援の対象として選定されたもので、他ドナー支援との重複も

ない。 

3）ターゲット・グループの選定 

GCT R.R.に加え、TEVTAが直接のターゲット・グループと位置づけられた。TEVTAは、

パンジャブ州TVETセクターの政策・実施を統括し、産業界ニーズに基づくカリキュラム改

訂からモニタリング・評価を含む訓練マネジメントサイクルの実施及び人事（教員、教員

以外）や財政に係る全般的な責任を負う機関である。よって、TEVTAを直接的なC/P機関と

位置づけたことは、必須であり適切であった。 

4）他ドナー支援との連携 

欧州連合（European Union：EU）、オランダ、ドイツの支援により、2011年より5カ年の予

定でTVET改革支援プログラム（TVET Reform Support Program）19が実施されており、GIZが

実施機関としてNAVTTCと各州のTEVTA並びに民間セクターを含む他のステークホルダー

とのパートナーシップのもとプログラムを推進している。本プログラムの一環として

NAVTTCにより認証評価（アクレディテーション）が、全国14校の30学科（うち7つの機械

学科含む）を対象に実施され、GCT R.R.の機械学科も対象の1つであった20。2012年4月に認

証評価チームが本校で調査を行い、2013年5月に発表された結果によると、AからDの4段階

のうち上から2番目のBを取得した。ちなみに、機械学科でAを取得したところはなかった。

（14対象校・学科・認証結果一覧は付属資料5、GCT R.R.機械学科の結果詳細は付属資料6

参照。なお、認証評価の有効期間は2012年4月17日から2年間）。 

                                                        
19 本プログラムの詳細は、プログラムのウェブサイトに詳しい（http://www.tvetreform.org.pk/）。また、ウェブサイトに記載され

ている4つのコンポーネント（①Governance, ②National Qualification Framework (NQF) and Human Resource Development、③

Effective & Innovative Training Delivery & Labor Market Information and Services、④Capacity Building of TEVTAs）に加え、パン

ジャブ州TEVTAでのインタビューによると、新たに5番目のコンポーネントして⑤Improved collaboration between public and 

business/private in the field of cooperative training が加わり、2013年12月より開始予定とのことであった。 
20 認証評価（アクレディテーション）を受けた学校リストについては、NAVTTCのウェブサイトより取得可能。 

（http://www.navttc.org/index.php/work-in-progress/centres-of-excellence） 
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5）ほかの日本による支援との連携 

GCT R.R.を対象とした無償資金協力（「パンジャブ州技術短期大学強化計画」2011年度）

との相乗効果が認められる。無償資金協力事業では、建築学科講義棟の整備並びに建築学

科・機械学科に対し改訂カリキュラムに基づき教育・訓練機材の整備を行った。また、建

築学科講義棟の建設工程は、学生にとって実践的な学習の場を提供することにも役立った。 

6）日本の技術優位 

JICA専門家は、日本の経験や類似プロジェクトでの経験を十分に活用した。例えば、日

本の産業や技術教育の内容・カリキュラムの紹介や、日本の教材も、大いに活用された。

組織面でも、特に建築学科では良好な教育環境の基本である規律正しい行動・態度がとれ

るように学生を指導した。機械学科についても、同分野における技術協力は日本の得意分

野であり、本邦研修の際にもさまざまな製造業の支援を受けるなど、研修の効果が高まっ

た。なお、ラホール近郊には多くの日系製造業が進出しているという点での関連性もあり、

チーフアドバイサーは、可能であればこれら日系企業との会合・セミナーなどを通じた関

係強化を行うことが、TEVTAより期待されている。 

 

（4）プロジェクト環境の変化 

首相府の機関であったNAVTECが、2011年にはNAVTTCとして職業・技術訓練省（Ministry of 

Professional and Technical Training）の機関となった。また、2010年4月の憲法改正を経て教育

の分権化が進んだ。しかし、NAVTTCがTVETセクターにおける調整機能をもつ点での変更は

ない。 

また、2013年5月の選挙により新政権が誕生し、その結果連邦政府はパンジャブ州政府と同

一の政権となった。これにより、連邦－州間のギャップが縮小される可能性が高い。新政権

も、TVETセクター強化を支援していく方針であり、2万5,000人余りの若年者を訓練するYouth 

Skill Development Programも首相により発表され、近く開始が予定されている。政権交代後、

TEVTAのトップ人事にも変更があり、Chairpersonを民間から5年間の任期で選任中であり行政

改革が期待できる。 

 

３－２ 有効性 

有効性は「高い」と判断され、理由は以下のとおり。 

 

（1）プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標「GCT R.R.が、機械・建築分野のCoEとして、産業界のニーズを踏まえた

技術教育を提供できる機関となる」は、既述のとおり両学科の雇用者満足度、卒業生満足度

並びに修了試験結果の改善状況から構成されるPDM指標に照らして達成見込みと判断される。

なお、建築学科については、機械学科の卒業生と異なる雇用市場の特徴を考慮し、その達成

度をより正確に確認する目的で適切なタイミングにおいて、雇用者と卒業生を対象とした追

加の調査をする必要がある。 

また、PDM指標以外にもプロジェクト目標達成の根拠として、入学者の成績が向上してき

ており、GCT R.R.のDAEコースの評価が高まっていることが挙げられる。 
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表３－１ GCT R.R.の入学者成績（Admission Merit）の推移 

 午前部コース 午後部コース 

年度 
建築 

機械 自動車 冷凍 建築 機械 自動車 冷凍 
男子 女子 

2009-10 301/600 - 375/600 320/600 271/600 300/600 370/600 319/600 257/600

2010-11 372/600 180/600 418/600 379/600 369/600 344/600 378/600 340/600 345/600

2011-12 394/600 260/600 450/600 406/600 384/600 午後部クラス募集なし 

2012-13 411/600 303/600 445/600 411/600 408/600 254/600 346/600 274/600 251/600

2013-14 407/600 297/600 452/600 398/600 393/600 345/600 370/600 340/600 372/600
注：高校卒業時の科目合計点の成績結果で、表示の点数は合計600点での最下位入学者の取得点数であり平均点で

はない。なお、建築学科の午前部コースのみ2010年度より男女共学となっており、学年90名定員（2クラス）

のところ、40％を女子枠と設けているが40％に満たないため、成績の高低によらず出願者全員が入学。また

2011年度は、午後部コースの学生受入れを廃止したが、翌年から再開した。 
出所：GCT R.R. 

 

さらに、NAVTTCによる機械学科の認証評価（アクレディテーション）結果21も、同科の全

般的な改善状況を示している。認証評価の評価項目は、本プロジェクトを通じて強化された

項目と大幅に重なるものである。加えて、NAVTTCは、全校8校を対象に実施されているCoE

プログラムのなかで、本校を最初のCoEとして認定するためのプロセスに着手したところであ

る。 

 

（2）因果関係 

プロジェクト目標の達成は、本プロジェクトで設定した成果の達成により導かれたもので

ある。GCT R.R.のマネジメント・システムが産業界との連携する形での強化（成果1）、産業

界のニーズに基づくカリキュラム改訂や改訂に沿った教員訓練の実施などによるTMCの強化

（成果2）、就職情報の情報化やキャリアカウンセリングを導入した就職支援の強化（成果3）、

プロジェクト実施によって得られた知識・経験のパンジャブ州内の他校への普及活動の実施

（成果4）の結果として、GCT R.R.の機械・建築学科はCoEとして質の高い技術教育を提供す

べく強化された。 

外部条件の影響についても、TEVTAはプロジェクトで育成された教員の異動を制限する旨

の通達を出しており、その結果、ほとんどのC/P教員はGCT R.R.で継続して教えている。これ

までに、停年退職を除き、6名の教員が異動したのみであり、外部条件はほぼ満たされた。 

 

３－３ 効率性 

効率性は「中程度」と判断され、理由は以下のとおり。 

 

（1）成果の達成度 

成果1、2、4については、計画どおり達成された。成果3については、機械学科は達成、建

築学科は引き続き達成に向けて活動を継続しているところである。成果3に関連し、特に就職

                                                        
21 認証評価結果については、GCT R.R.側の見解により正当に評価されていないと判断されるいくつかの保留事項があることか

ら、NAVTTCに対し見直しを求めるレターが発出されている。 
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支援室のスタッフにより、中間レビュー時以降の短期間に多くの業務が推進されるなどその

努力が認められる。ただし、持続性の確保を念頭に、GCT R.R.の運営体制のなかで更に制度

化される必要がある。 

 

（2）外部条件の影響 

外部条件については、ほぼ満たされたが一部影響があった。機材が計画どおりに購入、配

布、導入されたが、プロジェクトの初期段階では多くの手続き時間を必要とした。また、プ

ロジェクトのC/Pは、GCT R.R.とパンジャブ州TEVTAに計画どおり配置されたが、プロジェク

ト前半における頻繁な異動と、評価時点における建築学科教員不足の問題が指摘される。 

 

（3）投入の適切性 

日本側の投入は、おおむね適切であり有効に活用されたが、専門家派遣の遅延（チーフア

ドバイザーはプロジェクト開始4カ月後、建築学科の長期専門家は1年次カリキュラム改訂後）

があった。1年次改定カリキュラムは、2009年9月からのパイロット授業開始という日程に合

わせ、その前に改訂作業を行う必要があり、特に建築学科については、短期専門家（5月に4

日間のみ滞在）の指導はありつつも、長期専門家不在の中で行われた。また、訓練マネジメ

ントサイクルの短期専門家派遣タイミング（2012年4～5月）も、その目的に照らしより早い

段階で行われることが適切であったことが指摘される。 

パキスタン側の投入もおおむね適切であったが、プロジェクト前半にはTEVTAから本邦研

修にも参加したC/P（特にPDとPM）の頻繁な異動の問題があった。ただし、この問題はプロ

ジェクト後半には状況が改善した。 

 

（4）コスト効率性を高める工夫 

効率性を高める工夫として、プロジェクトでは、以前JICAの支援によりプロジェクトが実

施された機関（工業産業省パキスタン工業技術指導センター、Pakistan Industrial Technical 

Assistance Centre：PITAC）を教員研修目的で活用した。また、4基の発電機の燃料代はJICA専

門家用を除き、3機はGCT R.R.側が負担するとともに、コピー機械の職員利用では用紙を持参

してもらうことを徹底している。 

 

３－４ インパクト 

インパクトは「高い」と判断され、理由は以下のとおり。 

 

（1）上位目標の達成見込み 

上位目標は、プロジェクト終了後3～5年程度で達成することをめざす目標であるが、機械

学科の改訂カリキュラムはパンジャブ州の他のGCT全18校で既に採用されており、建築学科

の改訂カリキュラムも一部の学校（私立校等）で採用されているなど、プロジェクトの成果

が州内に展開される方向にあり、上位目標は達成される見通しといえる。しかし、改訂カリ

キュラムの適切な導入・実施に向けては、TEVTAによる十分な支援が必要である。なお、パ

ンジャブ州では、建築学科のあるGCTは本校だけであるが、土木学科と建築学科には共通の

科目など類似する部分があり、土木学科のカリキュラムについては既に改定が行われている
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ものの22、何らかの形で参考となる可能性がある。また、TEVTAによりGCT R.R.以外のGCT

での新設を検討する動きも見られることから、将来的には他のGCT校で改定カリキュラムに

基づくコースが開設される可能性も否定できない23。 

カリキュラム以外にも、産業界との積極的な連携、TMC（訓練マネジメントサイクル）、就

職支援活動などについても、TEVTA主導によりほかのGCTに活用することが期待され、現在

TEVTAが策定中の「普及計画」に含めることが望まれる。GCT R.R.は、CoEとしての能力強

化経験に基づき、そのベスト・プラクティスについては、可能な範囲で州内の他機関に普及

することが期待される。 

なお、上位目標達成を阻害する具体的な要因は現時点では特定できないが、州内に広く普

及するためには、特に機材更新や教員訓練に向けたかなりのリソースが必要となるとみられ

る。 

 

（2）波及効果 

建築学科での男女共学の導入は、GCTのDAEレベルにおいて初めてであり特筆すべきイン

パクトである。2013年には、女子学生の第1期卒業生21名（2010年度28名入学）を輩出した。

中途退学した学生の主な理由は、個人的・家族の問題とみられ、女子をとりまく環境の厳し

さを示すものの、本校が拓いた道を今後も女子学生に必要な支援を継続することが期待され

る。なお、2013年度の成績は、終了時評価調査時点では公表されていないが、第1期生の1年

次、2年次に成績並びに現在の2期生の1年次の修了試験結果は、男子学生よりも良いという結

果であった。第1期生の就職状況は今後把握される。その後、終了時評価調査以降に集計・判

明した「GCT R.R.建築学科における女子学生の就学状況・試験結果」を参考までに添付した。

（付属資料7参照） 

 

３－５ 持続性 

持続性は「潜在的に高いといえるが、TEVTAの強いコミットメントが必要」と判断され、理由

は以下のとおり。 

 

（1）政策・制度面 

「妥当性」の項でも既述のとおり、プロジェクトにとって良好な、現在の政策/制度的環境

は、連邦レベル・州レベルの双方において、今後も続くことが予想される。GCT R.R.のCoE

としての教育の質を維持するためには、特に適切な教員採用・配置の政策が重要となってく

る。 

 

                                                        
22 土木学科のカリキュラムは2010年12月にユネスコ（United Nations Educational, Scientific and Cultural Organization：UNESCO）

支援により改訂され、2012年2月のNAVTTCカリキュラム会議（ラホール）において、建築・機械・土木・電子機器の4学科

の内容が承認されている。 
23 TEVTAにおける建設科新設に係る会議（2013年5月）や、GM-Operationsから、全パンジャブ州TEVTAのゾーナルマネジャー

経由で、ディストリクトマネジャーに対し、建築学科その他TelecomとElectoronicsの2学科の新設についてのポリシーペーパ

ーを提出すようにとの要請（2013年10月1日）などが挙げられる。なお、私立DAE建築コースについては、昨年と一昨年とで

6校で開設されている。 
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（2）組織・財政面 

GCT R.R. の組織的なマネジメント能力の面では、さまざまなデータベースの構築や就職支

援室の設置等、順調に進んできた。しかしながら、就職支援室の位置づけは、人員・予算面

も含め必ずしも全面的に制度化されているものではない。人員については、校長により配置

された1名の機械学科電気担当教員と、特別なアレンジによりTEVTAからスタッフが週2回派

遣されている。就職支援室並びに担当教員の役割・責任、業務範囲、人員・予算等を明確に

し、就職支援室や学校による就職支援の持続性を高める必要がある。 

本プロジェクトは、基本的にGCT R.R.の2学科をターゲットとしており、TEVTAの組織的強

化は、プロジェクトのスコープ上では必ずしも直接的な対象となっていない。しかしながら、

TEVTAの組織能力は、GCT R.R.や他のTVET機関におけるプロジェクトの持続性に強く影響を

及ぼす要因であることから、更に強化される必要がある。 

GCT R.R.とTEVTAのコミットメントは全般的に非常に高く、財政的、時間的条件が整い、

TEVTAによる具体的な計画が作成されれば、普及活動が本格化することが見込まれる。現在、

GCT R.R.及びTEVTAでは、持続性に向けた計画も作成中である。 

財政面では、過去5年間のGCT R.R.の予算状況（付属資料1のAnnex-14）にあるとおり、TEVTA

の予算（給与と給与以外の項目に分類される）は91,345,258 PKRs（2008/09)）から 178,640,759 

PKRs（2012/13）と順調に増加してきた。TEVTA予算以外にも、本校には年間22,000,000 PKRs

から33,000,000 PKRsの独自資金があり、1件当たり内容により3,000万から100万PKRs以下であ

れば校長の裁量で支出することが可能である。以上のような予算状況にかんがみ、プロジェ

クト終了後もパキスタン側で必要な予算を確保することが可能と推測される。 

 

（3）技術面 

全般的に、GCT R.R.のC/Pは、改訂カリキュラムによるコースを実施する能力を身につけて

おり、技術的に自立してコース実施が可能である。機材維持管理については、機械学科の場

合、新規導入された機材はすべて現地代理店があり、現地企業でも導入されている機材を基

本的に選定していることから、技術面での問題なく現地において維持管理が可能である。建

築学科でも、教員の技術面での能力は十分あり、維持管理が可能である。 

 

（4）普及メカニズム 

パンジャブ州内の他校への普及は、一義的にはTEVTAの責任範囲である。改訂カリキュラ

ム並びにプロジェクトの他の成果の普及をめざし、予算措置も含めた実施計画作成が求めら

れる。現在、TEVTAではその計画を策定中である。 

連邦レベルの普及は、プロジェクトの範囲外でありパキスタン側の対処事項である。プロ

ジェクトで改訂されたカリキュラムは、連邦レベルの承認を経て国家カリキュラムとなって

おり、NAVTTCがその適切な普及の責任を負っている。NAVTTCは、全州のTEVTAやBoard of 

Technical Education等の関係機関に対し、承認されたカリキュラムについての通達を行うとと

もに、改訂カリキュラムの全容をウェブサイトに掲載している24。なお、全国統一カリキュラ

ムという制度は、州間格差の拡大を防ぐことができる一方で、パンジャブ州の産業ニーズを

                                                        
24 改訂カリキュラムのウェブサイト（http://www.navttc.org/index.php/services/curriculum-development/technical-stream） 
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反映した改訂カリキュラムであり、産業は州ごとに異なることにも留意することが必要であ

る。 

 

３－６ 効果発現に貢献した要因 

３－６－１ 計画内容に関すること 

計画内容に関する貢献要因として、以下が挙げられる。 

（1）訓練マネジメントサイクル（TMC）の実践 

本プロジェクトでは、訓練マネジメントサイクル（TMC）のなかで、各学年次のカリキ

ュラム改訂、パイロット授業（モニタリング・評価を含む）、教員研修、機材整備について

は、1年次から3年次まで各年次ごとに1年ずつ実施し、TMCを3年間かけて完結させるデザ

インが有効であった。プロジェクト期間を通じ、ニーズ調査→カリキュラム改定→機材の

導入→教材開発→教員の育成→訓練の実施→モニタリング・評価、という一連の訓練サイク

ルを回すことにより、C/Pのノウハウ習得が補完されることから、技術的な持続性を見込ん

で計画されたものである。これにより、改訂カリキュラムの質とレレバンスを確保すると

ともに、キャパシティ・ディベロップメントの観点からも、教員の育成と学校組織の強化

が同時に図られた。 

 

（2）包括的なプロジェクト・デザイン 

プロジェクトは、「産業界との連携を盛り込んだ学校運営」「訓練マネジメントサイクル

（TMC）」「就職支援」の3つの構成要素から構成される。モデル校強化を目的とした技術教

育支援として包括的なプロジェクト・デザインであり、これら構成要素が相乗効果を生ん

だことにより、技術教育の質がより向上した。 

 

（3）適切なニーズアセスメントと活動計画 

プロジェクトの初期段階に行った、質の高いきめ細やかな訓練ニーズ調査を通じ、カリ

キュラム改訂に向けた産業ニーズを把握するとともに、産業界との連携も促進することが

できた。また、詳細で実践的な活動計画（PO）を作成したことも、プロジェクト活動の運

営上効果的であった。これらにより、特にプロジェクトの中盤以降のスムーズな実施が行

えた。 

 

３－６－２ 実施プロセスに関すること 

実施プロセスに関する貢献要因として、以下が挙げられる。 

（1）GCT R.R.とTEVTAの重要な要員の継続配置 

プロジェクト前半では、C/P（特にPD、PM）の頻繁な交代がプロジェクトの円滑な実施

に影響を与えたものの、TEVTA側のプロジェクト担当者は全期間を通じて同一人物が務め

たことは特筆される。また、現在の校長（PM）も既に3年間異動がないことに加え、各学科

レベルにおいても、TEVTAはプロジェクトで訓練された教員の異動を原則控える方針をと

った。これらは、特にプロジェクト後半において、活動の運営実施における一貫性・継続

性を確保することに寄与した。 
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（2）プロジェクト管理に関する会合の定期的実施 

PDであるGM-Operationsによる月例会議が開始され、校長（PM）、TEVTAの関連職員並び

にJICA専門家チームも参加し、プロジェクト運営管理に関するコミュニケーションは、中

間レビュー調査時と比較し大きく改善された。 

 

（3）パキスタン側のコミットメントとオーナーシップ 

プロジェクト期間を通じ、TEVTAの本プロジェクトに対するコミットメントと協力の姿

勢や関係するC/Pが全般的に強いオーナーシップをもっていることは、貢献要因として働い

た。 

 

３－７ 問題点及び問題を惹起した要因 

３－７－１ 計画内容に関すること 

計画内容に関する問題点及び問題を惹起した要因として、以下が挙げられる。 

カリキュラム改訂に係る計画段階と実施段階における齟齬の調整 

プロジェクトの初期段階において、特に調整を必要とした活動は、パキスタン側の制度（①

改訂はGCTレベルではなくTEVTAの専権事項、②技術教育3年ディプロマのカリキュラムは全国

統一されていること）にあわせたカリキュラム改訂体制の構築に、多大な労力を必要としたこ

とが挙げられる。カリキュラム改訂を行う場合は、従前に綿密な調査を行って当該国のカリキ

ュラム開発・改訂制度を把握し、その制度に沿ったプロジェクト実施体制を構築することが求

められる。 

 

３－７－２ 実施プロセスに関すること 

実施プロセスに関する問題点及び問題を惹起した要因として、以下が挙げられる。 

 

（1）教職員不足 

建築学科では、終了時評価時点で13名の定員に対し、実際に稼働しているのは8名のみで

あり、ラボの助手も配置されていない。教員の業務量の負荷や科目の守備範囲の問題など、

双方の観点から教員不足が指摘される。 

 

（2）頻繁なC/Pの交代 

プロジェクト前半におけるC/Pの頻繁な交代や、教員配置の問題（教員不足、異動転勤や

仕事量の増加）は、円滑なプロジェクトの実施に影響を及ぼす要因であった。ただし、プ

ロジェクト終了後は、C/Pの異動は通常のローテンションの一環として、いずれは避けられ

ないものであり、持続性確保のためには中・長期的人材計画により対応することとなる。 

 

（3）日本人専門家派遣の遅延 

チーフアドバイザーはプロジェクト開始4カ月後の2009年4月、建築学科の長期専門家は1

年次カリキュラム改訂後の2009年9月に着任した。また、訓練マネジメントサイクルの短期

専門家派遣タイミング（2012年4～5月）も、その目的に照らしより早い段階で行われるこ

とが適切であった。 
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第４章 結論、提言、教訓 
 

４－１ 結論 

結論は、以下のとおりに要約される。 

 

5項目評価結果要約 

5項目 評価結果 

1. 妥当性 高い 

2. 有効性 高い 

3. 効率性 中程度 

4. インパクト 引き続きTEVTAが成果の維持・普及に尽力するのであれば潜在

的に高い 

5. 持続性 潜在的に高いといえるが、TEVTAの強いコミットメントが必要

 

妥当性は、パキスタンやパンジャブ州の中堅技術者の育成に対するニーズは引き続き高く、タ

ーゲット・グループでのニーズにも合致し、パキスタン国の政策、日本のODA政策とも整合して

おり、プロジェクトのアプローチも適切であることから、「高い」と判断される。有効性は、PDM

指標の達成度に加え、本プロジェクトの貢献により入学基準成績の向上及び機械学科の認証（ア

クレディテーション）結果に照らしてプロジェクト目標はおおむね達成されていることから、「高

い」と判断される。 

効率性は、一部達成に向けた活動の継続が必要であり、プロジェクト初期段階における投入の

タイミングやC/Pの交代、教員不足等の課題などはあったものの、投入がおおむね適切であり効率

的に活用されたことから「良好」と判断される。 

インパクトは、機械学科のカリキュラムの普及は進行中であり、「引き続きTEVTAが成果の維

持・普及に尽力するのであれば潜在的に高い」といえるが、改訂されたカリキュラムの適切な導

入や実施については、TEVTAによる適切なサポートが求められるとともに、他の成果についても

普及が期待される。 

持続性についても、TEVTAが州内GCTの運営を統括する機関であることから「潜在的に高いと

いえるが、TEVTAの強いコミットメントが必要である」と判断される。 

上記、5項目の評価結果により、プロジェクトは一部成果の発現に向けて継続的活動の必要はあ

るものの協力期間中に目標を達成すると考えられ、プロジェクトは予定期間内に終了することが

適切であると判断される。プロジェクトの初期段階では、事業が軌道に乗るまでに多くの労力が

必要であり、特に、産業界のニーズに沿ったカリキュラム改定はプロジェクトの肝であり、関係

者の多大な努力が認められた。プロジェクトの後半は、本プロジェクトの特徴でもある産業界と

の連携活動や就職支援について具体的な活動が行われた。今後は、プロジェクトの成果の持続性

を確保することが重要となるが、TEVTAもその責任を十分認識している。この点については、次

の提言の項で詳しく述べる。 

 

４－２ 提言 

４－２－１ プロジェクト実施中の提言 

プロジェクト実施期間中に対応が望まれる提言は、以下のとおり。 
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（1）建築学科のウェブサイトとGCT R.R.のウェブサイトの統合 

GCT R.R.のウェブサイトの更新は産業界のニーズを取り入れた技術教育を行うGCT R.R.

の活動を広く産業界、学生、一般に伝える重要な手段である。現在、建築学科のウェブサ

イトがGCT R.R.のウェブサイトと別々に運営されているが、サイト運営の簡素化、情報発

信の統一性、サイト読者の混乱を避けるなどの観点から、建築学科のウェブサイトは、GCT 

R.R.のウェブサイトに統合させる必要がある。 

 

（2）建築学科における男女別のデータ管理の促進 

この提言については、中間レビュー調査報告書でも提言されているが、プロジェクトの

波及効果として、建築学科での男女共学の導入はGCTのDAEレベルにおいて初めてであり

特筆すべきことであることから、男女別にデータを収集し、ジェンダーのインパクトを把

握できるようにする必要がある。 

 

（3）TMC（訓練マネジメントサイクル）マニュアルの完成と普及の促進 

TMCマニュアルは、チーフアドバイザーにより作成されているが、GCT R.R.内でその存

在や活用法を知らない教員もいることから、同マニュアルの存在の周知とともに、活用を

通じた普及活動の促進が必要である。 

 

（4）就職支援室の強化 

2010年12月に、GCT R.R.の校長の裁量により就職支援室が設立され、その後電気科の教

員が就職支援担当教員として配置され、全4学科の関連データベースの作成や機械学科学生

へのキャリアカウンセリング等が実施されている。しかし、人員・予算手当ても含め体制

はまだ脆弱であり、学科ごとに就職支援室の連携状況も異なっていることから、就職支援

室や就職支援担当教員の役割と責任、業務範囲設定等を明確にし、就職支援室を強化する

必要がある。 

 

（5）建築学科に対する就職支援室の支援促進・強化 

就職支援室による建築学科の学生への就職支援はまだ限定的であることから、建築分野

の雇用市場動向に適した支援方法を検討するとともに、残りのプロジェクト期間内に、機

械学科の就職支援の経験・手法を活用しつつ、キャリアカウンセリングの実施を行い、成

果３の学生のキャリアカウンセリングの利用率向上や、学生のGCT R.R.の就職支援への満

足度向上を図る必要がある。 

 

４－２－２ プロジェクト終了後の提言 

（1）プロジェクト目標達成に係る持続性に関する提言 

プロジェクト終了後のプロジェクト目標の持続性に関する提言は以下のとおり。 

 

1）TEVTA/GCT R.R.は、年齢構成等に配慮した教員の採用計画を作成し実施する 

特に建築学科では、13名の定員の内8名のみが在職しているというように、教員不足は

課題である。終了時評価調査後、3名の臨時教員の補充があったとの報告がプロジェクト
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側からあったが、計画的に教員を採用し定員に沿った人員配置が行われる必要がある。

その際には、年齢構成などにも配慮する必要がある。 

 

2）TEVTA/GCT R.R.は、2部制（午前/午後コース）の教育の質を向上させる。特に午後コ

ースの向上が必要 

2部制により、午前・午後両方を教えなければならない教員の負担も大きく、授業準備、

教材開発、自己研鑚等の時間的余裕がないことから、教育の質向上の観点から課題とな

っており、教員配置を適切に行う必要がある。また、午後のコースでは、2009年度より

それまでの「応募順入学許可」から「成績順入学許可」に変更となり、量から質への転

換が見られるものの、入学基準成績や修了試験合格率は、午前コースに比べると依然そ

の差は顕著であり、午後コースの教育の質向上に努める必要がある。 

 

3）TEVTA/GCT R.R.は、GCT R.R.の知見と経験を普及するために定期的にセミナー等を実

施する 

2013年9月に、GCT R.R.の知見と経験を普及するためパンジャブ州内の他校を対象とし

たセミナーを機械学科と建築学科それぞれ1回ずつセミナーを実施したが、定期的にセミ

ナーを実施する必要がある。また、内容についても参加者のニーズを見極めるとともに、

理解度、満足度も高めることが求められる。 

 

4）TEVTA/GCT R.R.は、建築学科における女子学生の就職支援を含めた各種サポートの仕

組みを一層強化する 

建築学科では2010年に女子学生第1期生の受入れを開始し、2013年に卒業生を輩出した。

学業の継続や卒業後の就職支援については男子学生とは異なる対応が求められることか

ら、サポートの仕組みを一層強化する必要がある。 

 

5）TEVTA/GCT R.R.は、教育の質の向上のための必要な予算を確保する 

プロジェクト期間中、TEVTAはGCT R.R.校長の求めに応じ、ラボの整備や建物の修繕

等を行い教育環境の改善、教育の質の向上に努めてきた。教育の質の向上には、学士を

有する教員の採用やそれに伴う報酬の確保も必要である。引き続き、TEVTA/GCT R.R.は

教育の質の向上のための必要な予算を確保する必要がある。 

 

（2）上位目標達成に係る持続性に関する提言 

プロジェクト終了後の上位目標達成と持続性に関する提言は以下のとおり。 

 

1）TEVTA/GCT R.R.は、就職支援室を組織的に強化し、パンジャブ州における他のGCT校

にもその体制を普及する 

GCT R.R.校長の裁量により、GCT R.R.内に就職支援室が設立されたが、校長が異動す

れば支援室の存続も危ぶまれる。就職支援室の組織的強化には、GCT R.R.とともにTEVTA

がGCT校に就職支援室を設置するように人員配置や予算等を制度化する必要がある。 
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2）NAVTTC/TEVTAは、2015年から始まるカリキュラム改訂のために、2014年から準備に

着手する 

NAVTTC（国レベル）/TEVTA（州レベル）によるカリキュラムの改訂は5年毎に実施さ

れることになっている。プロジェクト実施中の2009年に第1学年、2010年に第2学年、2011

年に第3学年のカリキュラムを改定したことから、DAEプログラムの第1学年の次期カリ

キュラム改定時期は2015年である。したがって、NAVTTC/TEVTAは2014年からカリキュ

ラム改訂の準備に着手する必要がある。 

 

3）TEVTAは、他のGCT校における改訂カリキュラムの導入状況を把握し、課題等に対応

する 

カリキュラムの改訂は教科内容の変更とともに使用する機材やラボの整備、試験問題

の改訂や教員の訓練等も伴う。他のGCT校において改訂カリキュラムが導入されている

が、カリキュラム導入に伴うハード面、ソフト面の改訂状況がどのようになっているの

か把握し、改訂カリキュラムが適切に運用されるように課題を整理し、対応する必要が

ある。 

 

4）TEVTAは、GCT R.R.で得られた経験や知見に基づき、他のGCTに必要とされる技術分

野とスキルを主体的に特定する必要がある 

調査団が、TEVTAのChairpersonを訪問した際、引き続き協力を求められたが、プロジ

ェクトを通じてGCT R.R.によって得られた知識や経験を、TEVTAが今後どの技術分野、

スキルに波及をしていくのか、特定をする必要がある。 

 

5）パキスタン側は、GCT R.R.の経験と知見を国内の他地域に普及するためのPR活動を強

化・促進する 

TEVTA/GCT R.R.におけるプロジェクトの取り組みは、改訂カリキュラムがパンジャブ

州に承認され、パンジャブ州内の他GCT校でも使用されていることから、パンジャブ州

内には着実に波及している。また国レベルでも連邦の統一カリキュラムとして採用され

ているものの、GCT R.R.の経験と知見の普及は今後の課題である。NAVTTCなどパキス

タン側がPR活動を強化・促進し、GCT R.R.の経験と知見の普及に努める必要がある。 

 

４－３ 教訓 

本プロジェクトから得た教訓として、下記4点が挙げられた。今後の類似事業等の検討に役立て

たい。 

 

（1）訓練マネジメントサイクル（TMC）を3年間かけて完結することにより、教員の育成と学校

組織の強化が同時に図られた。 

TMCはPDCAサイクルのなかで実施するものであり、訓練ニーズ調査結果や訓練評価結果を

訓練の質向上に反映させる継続的な活動である。サイクルのなかでは、企業の協力を得て企

業内で求められるスキルや人材像を明確にする訓練ニーズ調査の実施、ニーズを反映したカ

リキュラム改訂、それに伴う教材や試験問題の改訂、機材やラボの整備、マスター・トレー
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ナーの養成、マスター・トレーナーによるトレーナーの訓練、モニタリング・評価、そして

一連のTMCのマニュアル化が行われる。GCT R.R.では、TMCのなかで各学年次のカリキュラ

ム改訂、パイロット授業（モニタリング・評価を含む）、教員研修、機材整備については、1

年次から3年次まで各年次ごとに1年ずつ実施し、3年間かけて完結させた。そのことにより、

全学年の教員がTMCに参加し、新たな講義内容や教授法の習得等、教員の能力強化が行えた。

また、3年間で実施することにより、教員の能力強化が継続的に行えるとともに、学校組織の

強化も可能となった。 

 

（2）プロジェクトの3つの構成要素である、「産業界との連携を盛り込んだ学校運営」「訓練マネ

ジメントサイクル（TMC）」「就職支援」が相乗効果を生んだことにより、技術教育の質が

より向上した。 

本プロジェクト目標は「GCT R.R.が機械・建築分野のCoEとして、産業界のニーズを取り入

れた技術教育を提供できる機関となる」ことである。プロジェクトの期待される成果として、

「産業界との連携を盛り込んだ学校組織」「TMC」「就職支援体制」の３つの強化を設定した

ことが、それぞれの活動に相乗効果をもたらし、結果として技術教育の質の向上を高めるこ

とにつながった。したがって、同様のプロジェクトにおいても、このような３つの要素を盛

り込んだプロジェクト・デザインを取り入れることが効果的である。 

 

（3）プロジェクトの初期段階において、きめ細やかなニーズアセスメントの実施と詳細で実践

的な活動計画を作成したことにより、特にプロジェクトの中盤以降のスムーズな実施が行

えた。 

本プロジェクトでは、プロジェクトの初期段階である2009年1月から4月にかけて訓練ニー

ズアセスメント（TNA）を実施した。TNAでは、自動車部品工業会（Pakistan Automotive 

Association of Parts and Accessories Manufacturer）や企業等の産業界のニーズを把握するととも

に、卒業生からのニーズも取り入れ、カリキュラム改訂プロセスに反映された。また、詳細

で実践的な活動計画（PO）を作成したことも、プロジェクト活動の運営上効果的であった。

これらのことにより、プロジェクトの中盤以降のスムーズな実施が可能であったことから、

プロジェクト初期段階でのきめ細やかなニーズアセスメントの実施や詳細で実践的なPOの作

成は重要である。 

 

（4）カリキュラム改訂を行う場合は、従前に綿密な調査を行って当該国のカリキュラム開発・

改訂制度を把握し、その制度に沿ったプロジェクト実施体制を構築することが求められる。 

プロジェクト計画時において、「カリキュラム改訂におけるTEVTAの役割（改訂はGCT校レ

ベルの事項ではないこと）」、及び「改訂カリキュラムの位置づけ（全国統一カリキュラムに

相当すること）」について、プロジェクト・デザインのなかで明確でなかった。その結果、プ

ロジェクトの初期段階、特に1年次のカリキュラム改訂活動においては、パキスタンの教育制

度に沿ったカリキュラム改訂体制の構築には特に調整を要した。本来、カリキュラム改訂は、

パキスタンの制度上パンジャブ州政府のTEVTA主導により進めるべきところであった。また、

GCT校のような技術教育3年ディプロマのカリキュラムは全国統一されており、各州が試験的

にカリキュラム改訂を実施したあと、全国レビューを経て全国統一カリキュラムとなる流れ
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になっている。このようなパキスタンの状況を事前に把握しておけば、プロジェクトの初期

段階の活動がスムーズに行われていたと考えられることから、カリキュラム改訂を行う場合

は、従前に綿密な調査を行い当該国のカリキュラム開発・改訂制度を把握したうえで、その

制度に即したプロジェクト実施体制を構築することが求められる。 
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